
東京都における
具体的な取組

第３章



１ 「 当事者である子供の権利擁護の取組の充実 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 子供の意見表明等支援 

 子供を権利の主体として尊重し、子供の意見を踏まえた援助を行うためには、子

供本人や周りの大人が意見表明の重要性を理解し、その上で子供の考えを整理して

意見を形成するための支援と、形成した意見を大人に伝えるための支援が必要です。

また、権利侵害に具体的に対応するための仕組みも重要です。 

 

（１）子供や周りの大人に対する権利の啓発 

 〇 守られるべき権利や困ったときの相談方法を子供に周知するため、小学生以上

の措置児童には子供の権利ノートを、幼児・障害児の措置児童には権利の説明動

画や意見表明を補助するカードを、一時保護児童にはリーフレットをそれぞれ活

用して、啓発を実施しています。 

 

 〇 子供の権利については、一時保護や措置の際に児童福祉司から、日々の生活の

中で里親や施設職員から子供に説明するほか、児童養護施設に入所する小学生以

上の措置児童を対象として、都職員による子供の権利ノートの説明訪問を定期的

に実施しています。 

 

 〇 子供の周りにいる大人が権利擁護の重要性を理解し実践できるよう、児童相談

所職員、里親、施設職員等を対象に、子供の権利擁護の意義やポイント等を解説

するハンドブックを作成し、配付しています。 

 

 〇 ハンドブックの内容等を踏まえた「被措置児童等の権利擁護に関する説明会」

を開催し、子供の権利擁護の重要性、権利の説明動画や意見表明を補助するカー

ドを活用した子供への権利の説明及び意見表明等支援の実践、都が新たに開始し

た児童福祉審議会への申立てや意見表明等支援事業などの取組等について解説し

ています。 

 

 

（目指す方向性） 

〇 子供の権利の更なる啓発を実施します。 

 

〇 意見表明等支援員の導入を促進します。 

 

〇 子供の権利を守るための仕組みを適切に運用します。 

 

〇 被措置児童等虐待により速やかに対応する体制を整備します。 
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 〇 一時保護所や施設では、意見表明権の保障として第三者委員や意見箱を活用し、

子供の年齢や発達状況に応じた意見聴取を実施しています。 

 

 〇 児童養護施設における第三者委員や意見箱の活用例をまとめた事例集を作成し

て児童相談所、一時保護所、児童養護施設、児童自立支援施設、自立援助ホーム

に配付し、運用の底上げを図ります。 

 

（２）意見表明等支援事業の実施 

 〇 令和６年４月施行の改正児童福祉法に、子供の意見表明等を支援する体制の整

備に努めることが規定されました。 

 

 〇 都は、改正児童福祉法を踏まえた意見表明等支援の新たな仕組みとして東京都

児童福祉審議会が取りまとめた「児童相談所が関わる子供の意見表明を支援する

仕組み（子供アドボケイト）の在り方について」を踏まえ、令和５年度に、面談

等を通じて子供の意見形成や意見表明を支援する意見表明等支援員を措置決定、

里子の生活、児童福祉審議会への申立ての場面に導入するための具体的な方法を

検討しました。 

 

 〇 令和６年９月から、一部の一時保護所入所中及び里親委託中の子供を対象とし

て、意見表明等支援員による訪問・面談をモデル的に開始しています。 

 

 〇 モデル実施に当たっては、児童相談所等の関係機関からの独立性を確保するた

め、民間の事業者に委託して意見表明等支援員を養成するほか、意見表明等支援

の経験が豊富な者等によるスーパーバイズの体制を確保しています。 

 

 〇 子供、職員にアンケートを実施し、意見表明等支援員との面談、意見の伝達、

伝達した意見へのフィードバック等について検証し、意見表明等支援員の導入先

拡大を検討していきます。 

 

 

（３）子供の権利を守るための仕組み 

 〇 子供の権利に関する専門的な相談と権利侵害に具体的に対応するため、子供か

ら虐待、いじめ、体罰等の悩みや訴えを受け付ける「子供の権利擁護専門相談事

業」を平成１６年度から実施しています。 

 

 〇 フリーダイヤルで直接子供から相談を受けるほか、一時保護児童は相談用紙で、

措置児童は相談はがきでも受け付けています。 
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〇 深刻な相談の場合は、弁護士や学識経験者で構成する子供の権利擁護専門員が

調査を行い、中立的な第三者の立場から、必要な助言や調整活動を実施していま

す。 

 

 〇 措置内容に関する相談については、子供の権利擁護専門員による調整活動を経

てもなお納得できない場合に、子供本人が児童福祉審議会に申し立てることがで

きる制度を、令和６年度から開始しています。 

 

 

２ 被措置児童等虐待への対応 

 〇 里親や施設職員を対象とした研修会等の機会を捉えて、「子供の権利擁護」や「被

措置児童等虐待の防止」をテーマとした講義を実施しています。 

    

 〇 施設等における被措置児童等虐待事案については、子供本人からの届出や周り

の者からの通告を受け、児童福祉法の規定に基づいて子供の安全確保、事実関係

の調査、施設等への指導等を実施しています。 

 

 

 課題と取組の方向性  

１ 子供の意見表明等支援 

＜課題１＞子供の権利に関する更なる啓発 

〇 子供の権利ノートは、直近の改訂から１０年以上が経過しているため、この間

の児童福祉法の改正内容を反映する必要があります。 

 

〇 一時保護児童に配付しているリーフレットは、子供に権利があることの説明や

相談すべき困りごとの例示に留まっていることから、子供の権利に関する具体的

な記載が必要です。 

 

〇 児童養護施設の入所児童を対象とした子供の権利ノートの説明訪問を実施して

いますが、子供の権利ノート、権利の説明動画、意見表明を補助するカード等は、

委託家庭や入所施設により活用状況に差があるほか、全ての子供が意見表明の相

手方となる児童福祉司、里親、施設職員等以外の第三者から定期的に説明を受け

ることも重要です。 

 

 〇 子供の周りにいる大人が権利擁護の重要性を理解し実践するとともに、子供に

権利の説明を十分にできるよう、里親や施設職員等に対して継続的に啓発を実施

していくことが必要です。 
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＜課題２＞意見表明等支援員の導入先拡大 

〇 モデル実施の結果を踏まえ、効果的な意見表明等支援の方法や十分な担い手の

確保等、導入先の拡大に向けた検討が必要です。 

 

〇 子供が意見表明をできているか、意見表明を支援するための制度を知っている

か、支援に満足しているか等、意見表明等支援の実施方法や支援内容を継続的に

検証することが必要です。 

 

〇 児童相談所設置区においても意見表明等支援を実施していますが、取組状況が

それぞれ異なるため、全ての子供が意見表明等支援事業を利用できる体制を整え

ることが必要です。 

 

 

 

（取組１－２）子供に対する権利の啓発の更なる推進 

〇 子供が意見表明の相手方以外の第三者から権利の説明を受ける機会を確保す

るため、子供の権利ノートの説明訪問先を拡大します。 

 

〇 権利の説明動画や意見表明を補助するカードを活用した、幼児・障害児への説

明訪問を実施します。 

（取組１－１）子供の権利ノート等の改訂 

 〇 子供の権利ノートを見直し、意見表明権の保障や児童福祉審議会への申立て制

度など、改正児童福祉法を踏まえた内容に改訂します。 

 

〇 子供の権利ノートの改訂内容をもとに、一時保護児童に配付するリーフレット

の見直しを検討します。 

（取組１－３）里親や施設職員等に対する子供の権利の啓発の更なる推進 

 〇 年齢、発達状況、障害特性など子供に応じた意見表明等支援の方法、子供の権

利ノート、権利の説明動画、意見表明を補助するカードの効果的な活用方法等を

習得できるよう、被措置児童等の権利擁護に関する説明会をより実践的な内容に

見直します。 

 

 〇 児童相談所職員、里親やファミリーホームの職員、乳児院、児童養護施設、児

童自立支援施設、自立援助ホーム、障害児施設、母子生活支援施設等の入所施設

の職員など、子供の周りにいる大人が幅広く説明会に参加できるよう検討しま

す。 
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＜課題３＞子供の権利を守るための仕組みの適切な運用 

〇 児童福祉審議会に子供本人が申し立てることができる制度は、児童相談所設置

区においても運用しており、それぞれ相談窓口や申立て方法等が異なるため、子

供に分かりやすく周知するとともに、他自治体の子供から相談を受けた場合に、

適切に該当自治体につなぐことができるよう連携していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 被措置児童等虐待への対応 

＜課題４＞被措置児童等虐待へのより速やかな対応 

 〇 被措置児童等虐待の事案を引き続き適切に把握するとともに、被害児童の権利

擁護等のため、より速やかに調査を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

（取組２－１）意見表明等支援員の導入先の拡大 

〇 モデル実施の結果を踏まえ、保護や措置の状況に応じた効果的な訪問、面談

の方法や都内全域で実施するために必要な担い手の確保等について検討しま

す。 

（取組３）子供本人申立て制度のより分かりやすい周知 

 〇 児童福祉審議会への子供本人申立て制度について、児童相談所設置区の取組状

況等も踏まえ、周知内容の見直しを検討します。 

 

〇 子供の権利擁護専門相談事業において、引き続き権利侵害事案に対する丁寧な

相談、助言、調整活動を実施していきます。 

（取組２－２）意見表明等支援事業を検証する仕組みの構築 

〇 子供へのアンケート調査を通じて、子供の権利の理解度、意見表明や支援体

制の満足度等を把握し、子供の希望に応じた効果的な意見表明等支援の実施に

ついて検証します。 

（取組４）被措置児童等虐待の過去事例の整理・分析を調査等に活用 

 〇 被措置児童等虐待事案に迅速に対応するため、過去事例を整理・分析し、調査

や事実認定の効率化に活用していきます。 

（取組２－３）児童相談所設置区と連携した意見表明等支援の実施 

〇 児童相談所設置区と成果や課題を共有し、広域で円滑に意見表明等支援を実

施できるよう連携します。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

取組１－３ 社会的養護に関わる関係職員

（児童相談所、一時保護施設、

里親・ファミリーホーム、施

設、里親支援センター、児童

家庭支援センター、意見表明

等支援事業の委託先団体等の

職員）及び子供自身に対する

子供の権利や権利擁護手段に

関する研修や啓発プログラム

等の実施回数、受講者等数 

・被措置児童等の権

利擁護に関する説明

会（全１０回、参加

者２５３名） 

（令和６年度） 

・子供の権利ノート

説明訪問（１８か所、

参加者５３１名） 

（令和６年度） 

・被措置児童等

の権利擁護に

関する説明会

（全希望者が

参加） 

・子供の権利ノ

ート説明訪問

（全対象施設

等を３年ごと

に訪問） 

取組２－１ 

取組２－２ 

意見表明等支援事業を利用可

能な子供の人数及び事業を利

用した子供の人数、第三者へ

の事業委託状況（子供と利益

相反のない独立性を担保して

いるか） 

・利用可能な子供の

人数（１４３名） 

（令和６年１２月） 

・利用した子供の人

数（１４１名） 

（令和６年１２月） 

・第三者への委託は

実施済み 

（令和６年度） 

※意見表明等支援員

のモデル導入におけ

る実績 

※利用した人数は、

面談した児童の延べ

人数 

・利用可能な子

供の割合（１０

０％） 

・引き続き適切

な団体へ委託 

共通 措置児童等を対象とした子供

の権利擁護に関する取組に係

る子供本人の認知度（知って

いるか）・利用度（利用したこ

と が あ る か 、 利 用 し や す い

か）・満足度（利用してどうだ

ったか） 

・認知度（９７％） 

（令和６年１２月） 

・利用度（９９％） 

（令和６年１２月） 

・満足度（９０％） 

（令和６年１２月） 

※意見表明等支援員

のモデル導入におけ

る調査による 

※利用度は、面談し

た児童の延べ人数を

基に積算 

・全ての子供が

権利擁護に関

する取組を認

知し利用でき

るよう周知徹

底 

・引き続き高い

満足度を維持

できるよう子

供の意見を適

切に把握 
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取組 指標名 現状 目標値 

取組１－１ 措置児童等を対象とした子供

の権利に関する理解度（子供

の気持ちや意見についてどの

ように大人が考えたり、対応

するか説明されているか） 

３３％ 

（令和６年度） 

※一部の措置児童を

対象とした調査によ

る 

子供が権利に

ついて知る機

会を適切に確

保 

取組１－１ 

取組２－１ 

取組２－２ 

措置児童等を対象とした日頃

から意見表明ができる子供の

割合（周りの人に気持ちや意

見を言えているか、児童相談

所の人に伝えたいことを伝え

られているか）及び意見表明

に係る満足度（周りの人は話

を聴いてくれるか、気持ちや

意見が大切にされていると感

じるか、児童相談所の人にも

っ と 会 い に 来 て も ら い た い

か） 

・意見表明ができる

子供の割合（６５％） 

（令和６年度） 

・意見表明に係る満

足度（６２％） 

（令和６年度） 

※一部の措置児童を

対象とした調査によ

る 

全ての子供が

意見表明をで

きるよう希望

に応じた支援

を実施 

取組３ 児童福祉審議会における子供

の権利擁護に関する専門部会

又はその他の子供の権利擁護

機関の設置状況、当該専門部

会又は権利擁護機関に対して

子供から意見の申立てがあっ

た件数 

 

 

 

 

 

・児童福祉審議会子

供権利擁護部会の設

置 

（令和６年度） 

・児童福祉審議会へ

の子供からの申立て

件数（１件） 

（令和６年１２月） 

・引き続き適切

な 審 議 体 制 を

確保 

・引き続き適切

に 申 立 て 制 度

を運用 

共通 社会的養護施策策定の際の検

討委員会への当事者である子

供 （ 社 会 的 養 護 経 験 者 を 含

む。）の委員としての参画の有

無や措置児童等に対するヒア

リングやアンケートの実施の

有無 

・児童福祉審議会専

門部会等における社

会的養護経験者の委

員任用及び子供への

アンケート実施 

（令和６年度） 

引き続き実施 
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主な施策  

・子供の権利擁護専門相談事業  

子供たちから虐待、いじめ、体罰等の権利侵害に関する相談を受け、深刻な権利

侵害事例について、子供の権利擁護専門員が事実関係の調査や関係機関との調整な

どを実施しています。フリーダイヤルで直接子供から相談を受けるほか、一時保護

児童は相談用紙で、措置児童は相談はがきでも受け付けています。 

 

・【拡充】被措置児童に対する子供の権利の啓発 

  児童養護施設等を訪問し、子供の権利ノートや幼児、障害児向け動画等を活用し 

た子供の権利の啓発を実施します。また、施設職員等を対象とした被措置児童等の

権利擁護に関する説明会を開催し、権利擁護の重要性や啓発物の活用方法等を説明

します。 

 

・【拡充】意見表明等支援事業 

子供の考えを整理し周りの大人に伝えることを支援する意見表明等支援員が、措 

置内容や里子の生活に関することについて、面談等を通じて子供の意見形成を支援

したり、子供の希望に応じて意見表明の支援や意見の代弁を行います。 
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コ ラ ム   被措置児童等の権利擁護に関する 説明会の実施 

～子供の最善の利益は、 子供の意見表明の先にあ る ～ 

 

○ 令和６ 年４ 月施行の改正児童福祉法を 踏ま え た 、 権利擁護のた めの環境整備や

意見表明等支援の体制整備の取組と し て 、 児童相談所職員、 里親、 施設職員等を

対象と し た 「 被措置児童等の権利擁護に関する 説明会」 を 開催し て いま す。  

 

○ 子供の周り にいる 大人が権利擁護の重要性を 理解し 実践する と と も に、 子供に

十分な 権利の説明ができ る よ う 、 継続的な 啓発を 実施し て いき ま す。  

 

「 子供の最善の利益は、 子供の意見表明の先にあ る 」 を ス ロ ーガ ン に掲げ実施 

 

○ 説明会は、 施設種別等に応じ て 実施回を 分け 、  

それぞれの養育環境に合わせた 内容を 盛り 込み 

ま し た が、 共通する ス ロ ーガ ン と し て 「 子供の 

最善の利益は、 子供の意見表明の先にあ る 」 と  

いう 考え 方を 掲げま し た 。 参加者から は、 ス ロ  

ーガン があ る こ と で、 目的が印象付け ら れて 良 

かっ た と いう 声があ り ま し た 。  

 

○ ま た 、 日々の生活の中で職員等が子供に、 守ら れる べ 

 き 権利や意見表明の重要性を 説明し 、 子供が十分に理解 

でき る よ う 、 都が新た に作成し た 幼児・ 障害児に対する  

権利の説明動画や意見表明ツ ールの使い方等も 解説し ま  

し た 。  

 

 

 

 

 

 

 

○ さ ら に、 参加者同士のディ ス カ ッ シ ョ ン と し て 、 身近な 言葉遣いの振返り 、 意

見表明等支援の方法、 権利の説明動画や意見表明ツ ールを 活用し た コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン を テ ーマ に意見交換を 行いま し た 。 参加者から は、 ディ ス カ ッ シ ョ ン を す

る こ と で理解度が上がっ た 、 も っ と ディ ス カ ッ シ ョ ン の回数や時間を 増やし て 他

の施設の方と 情報共有を し た い、 な ど の意見があ り ま し た 。  

 

 

▲令和６ 年度の 説明会の 様子 

▲話し た い こ と に 〇を 書い て  
伝え ら れる 意見表明ツ ール ▲幼児向け 説明動画の 画面の 一部 
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２ 「 パーマネンシー保障の考え方に基づく支援体制の構築 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 困難を抱える妊産婦を含む子供や家庭に対する支援体制の構築及び予防的支援の

充実 

〇 児童福祉法・母子保健法の改正により、児童福祉部門と母子保健部門が一体と

なり妊娠期から包括的な相談支援を実施するこども家庭センターの設置が各区市

町村へ努力義務化されました。都は、こども家庭センター体制強化事業の実施に

より、こども家庭センターの設置を促進しています。 

 

〇 とうきょうママパパ応援事業を通じて、妊娠期から子育て期にわたる切れ目な

い支援体制を整備する区市町村への支援を強化しています。 

 

〇 妊娠・出産・子育ての不安に対応する相談支援、研修等を実施しています。 

 

〇 虐待の未然予防や特定妊婦1等に対するサポートを関係機関と連携して実施す

る区市町村を支援しています。 

 

 

２ 児童相談所のケースマネジメント体制の充実強化 

児童相談所は、児童福祉法第 27 条第１項第３号に基づき、里親等への委託又は

児童福祉施設等への措置を必要とする場合においては、家庭養育優先原則とパーマ

ネンシー保障の理念に基づき、まずは親族里親、養子縁組里親、養育里親若しくは

専門里親又はファミリーホームの中から、こどもの意見又は意向や状況等を踏まえ

つつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から、代替養育先を検討する必要が

あります。 

【児童相談所運営指針より抜粋】 

 

 

 
1出産後の養育について、出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦  

 

（目指す方向性） 

〇 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の実施・充実を図ります。 

 

〇 家庭養育優先原則とパーマネンシー保障に基づくケースマネジメントを徹底 

します。 

 

〇 移行期の連携体制の構築をします。 
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（１）ケースマネジメントの徹底 

 〇 児童相談所内の定期的なケースの進行管理会議では、子供や保護者の状況、家

族関係、家庭状況などを調査し、それらを総合的に評価しながら、援助方針の決

定や見直しを行っています。 

 

 〇 施設入所児童等の家庭復帰に向けては、児童とその保護者に対して、家族合同

でのグループ心理療法や、親のグループカウンセリング、家族カウンセリングな

ど、家族再統合のための様々な援助を行っています。 

 

 〇 各児童相談所に設置している里親委託等推進委員会に乳児院や児童養護施設の

職員等の参加を求め、入所児童の生活状況等を踏まえ、きめ細かに委託の可否を

検討しています。 

 

（２）里親委託、家庭復帰促進に向けた児童相談所の体制 

 〇 里親養育支援児童福祉司（常勤）及び養育家庭専門員（会計年度任用職員）が、

地域の養育家庭への支援等を担当しています。 

 

 〇 家庭復帰担当司（常勤）及び家庭復帰支援員（会計年度任用職員）が、措置中

児童の家庭復帰に向けた取組を担当しています。 

 

 

３ 移行期の連携体制の構築 

 〇 支援を要する児童への切れ目のない支援に向けて、要保護児童対策地域協議会 2

の個別ケース検討会議や実務者会議等において、関係機関同士で役割分担を明確

にした上で、連携しながらケースに対応しています。 

 

 〇 関係機関向け研修教材・研修プログラムを作成し区市町村へ提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 要保護児童の適切な保護、支援等を行うため、子供に関係する機関等により構成される機関であり、児童福祉法

により、地方公共団体はその設置に努めることとされている。 
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 課題と取組の方向性  

＜課題１＞妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の実施・充実が必要 

〇 母子保健部門と児童福祉部門が連携しながら、サポートが必要な妊婦や子育て

家庭を把握し、適切な支援につなげる体制整備を促進するため、区市町村への支

援を一層充実することが必要です。 

 

 〇 子育て家庭等に対し、妊娠期から伴走型の寄り添い支援を実施するほか、母子

保健サービスや家庭支援事業など必要な支援を提供することで、虐待等に至る前

の予防的支援を充実することが必要です。 

 

 〇 要支援家庭に対し、親子を分離することなく、在宅での生活を継続できるよう、

親の養育支援を支える取組が必要です。 

 

〇 特に支援が必要な妊産婦等への取組の充実が重要なため、地域で関係機関が連

携しながら妊産婦等をサポートする新たな仕組みや、特定妊婦等が安心して生活

できる環境整備が必要です。 

 

 
 

 

 

（取組１－２）地域での切れ目のない支援体制の充実 

 〇 面談等の伴走型相談支援や母子等への産後ケア、妊婦や子育て家庭への家事育

児サポーター派遣など、産後うつや乳幼児の虐待予防に資する取組を行う区市町

村への支援を充実します。 

 

 〇 子育て世帯訪問支援事業や子育て短期支援事業等、家庭支援事業に取り組む区

市町村の人材確保や実施促進に向けた支援を充実します。 

 

 〇 母子生活支援施設などの地域の資源を活用した母子一体型ショートステイの

立ち上げ支援や、ショートステイの協力家庭の拡大を推進します。 

（取組１－１）こども家庭センターの体制強化 

〇 こども家庭センターにおいて、妊婦や子育て家庭の悩みやニーズを適切に把

握し、寄り添い支援を行うことで虐待の未然防止へ積極的に取り組む区市町村

に対し、母子保健部門及び児童福祉部門に連携の窓口となりマネジメントを実

施する職員を配置するとともに、支援効果を測る仕組みを構築・提供し、体制

整備を促進します。 
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＜課題２＞児童相談所のケースマネジメントの徹底に向けた体制強化 

〇 区市町村の子供家庭支援センターには、心理職員が配置されており、心理的 

側面から子供や保護者への専門的な支援を行うことが期待されるものの、多くの

心理職がケースワークを担っており、専門職としての専門性を十分に発揮できて

いない実態もみられます。 

 

〇 家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づき、児童や保護者の状況

を丁寧に把握し、きめ細かなアセスメントにより子供の最善の利益を実現するケ

ースマネジメントの実践に向け、児童相談所の体制を一層強化する必要がありま

す。 

 

〇 虐待により、一時保護や入所措置等を行った子供が家庭に復帰し、地域で安心

して暮らせるための援助には関係機関の理解や在宅支援サービスが不可欠ですが、

調整に時間を要する場合があります。また、里親委託については、子供に家庭養

育を保障するために、実親の理解や委託後のきめ細かなフォロー等が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－３）特に支援が必要な妊産婦への支援の充実 

 〇 妊産婦のメンタルヘルス対策を推進するため、地域の関係機関が連携するため 

のネットワーク体制を構築します。 

 

○   都及び区市町村と民間事業者が連携し、家庭生活に困難を抱える特定妊婦と出 

産後の母子等への支援を充実させます。 

（取組２－１）子供家庭支援センターにおける親子支援の充実 

〇 子供家庭支援センターの心理職が児童相談所と連携し、専門的な支援が行え

るよう都のガイドラインを作成する等、専門性向上に向けた取組を進めていき

ます。 

 

（取組２－２）児童相談所の体制の一層の強化 

〇 児童相談所における専門職の計画的な増員を図ることにより、家庭養育優先

原則とパーマネンシー保障を徹底するマネジメント体制を強化します。 
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＜課題３＞切れ目のない支援に向けた連携体制の構築 

〇 児童相談所が一時保護や入所措置等を行った子供が家庭に復帰する際など、中

心となる支援者が変わる移行期においても、支援が途切れることなく関係機関同

士で連携しながら支援の連続性を保障する仕組みを構築する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組２－３）進行管理の徹底とフォスタリング機関との連携強化 

 〇 まずは、児童が家庭において健やかに養育されるよう保護者を支援します。

保護者による養育が困難な児童については、親族による養育や里親等への委託

に向けて支援を行います。 

 

〇 里親等への委託を推進するため、各児童相談所における里親等委託率や課題

を定期的に共有し、進捗状況の確認を徹底します。 

 

 〇 フォスタリング機関と連携した里親へのきめ細かな支援体制を充実強化しま

す。 

 

 〇 里親家庭については、里親自らが研修講師やファシリテーターとなれる講師

養成を行い、社会的養育に関する演習方式の研修を実施するなど、里親自らが

社会的養育の担い手であることの理解を深めていきます。 

（取組３）移行期の連携体制の構築 

 〇 社会的養育にかかわる支援者や措置機関等が相互の理解を深めつつ途切れず

に支援していくための、きめ細やかな情報共有体制や取組を検討します。 

 

 〇 子供が自分の措置記録や社会的養育の記録を知ることができるように、国に

おける児童記録票の保存期間等に関する検討の動向を注視しながら、都として

保存年限や開示方法の課題等の整理を進めていきます。 

   また、子供の知る権利の保障の観点から、子供が生い立ちの整理などをする

ための支援を行います。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

取組１－１ こども家庭センター体制強化

事業実施自治体数（都独自） 

１４自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－１ こども家庭センター設置に向

けた区市町村研修受講自治体

数（都独自） 

４７自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－２ 
産後ケア事業の利用率（都独

自） 

23.1％ 

(令和４年度) 

 

増やす 

取組１－２ 都道府県と市区町村との人材

交流の実施状況 

子供家庭支援セ

ンターから児童

相談所への研修

派遣を受け入れ

ている 

 

増やす 

取組１－２ こども家庭センターにおける

サポートプランの策定状況 

３６自治体 

（令和６年度） 

 

増やす 

取組１－２ 市区町村における 子育て短

期 支 援 事 業 を 委 託 で き る 里

親・ファミリーホーム 

２３２か所 

（令和６年度） 

 

増やす 

取組１－３ 特定妊婦等への支援に関係す

る職員等に対する研修の実施

回数、受講者数 

母子保健研修等 

11 回、受講者 

9,045 名 

（令和５年度） 

研修の着実な

実施 

取組１－３ 助産施設の設置数 
38 施設 

（令和５年度） 

助産施設を引

き続き確保す

る 
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主な施策 

・【拡充】こども家庭センター体制強化事業 

妊婦及び家庭に対し、児童福祉部門と母子保健部門が一体となって妊娠期から就 

学前まで包括的な相談支援が行えるよう、支援体制を整え、児童虐待の未然防止に

取り組む区市町村を支援します。 

 

・【拡充】とうきょうママパパ応援事業 

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を提供するため、こども家庭センタ

ーの設置促進を図るとともに、妊婦全数面接や産後ケア事業、家事・育児支

援等を行う区市町村の取組を支援します。 

 

・【拡充】子育て短期支援事業 

保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困 

難となった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な

場合等に、児童養護施設その他の保護を適切に行うことのできる施設において一定

期間、養育・保護を行います。 

 

・【拡充】子育て世帯訪問支援事業 

  虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的に、家事・育児等に対して不安や 

負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪問支

援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援

を実施します。 

 

・養育支援訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により区市町村長が訪問による養育支援が必 

要であると認めた、一般の子育て支援サービスを利用することが難しい家庭を対象

とし、育児不安の解消や養育技術の提供等のための相談・支援を実施します。 

 

・一時預かり事業 

  保護者の疾病や災害等に伴い、また、育児疲れによる保護者の心理的・肉体的負 

担を軽減するため、保育所等において児童を一時的に預かる取組を実施します。 

 

・親子関係形成支援事業 

  児童との関わり方等に悩みを抱えた保護者が、親子の関係性や発達に応じた児童 

との関わり方等の知識や方法を身につけることが出来るよう、ペアレント・トレー

ニング等を実施するとともに、保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情

報交換できる場を設けることで、 健全な親子関係の形成に向けた支援を行います。 
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・児童育成支援拠点事業 

 家庭や学校に居場所のない子供に対して、子供とその家庭が抱える多様な課 

題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供を

行うとともに、子供・家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等

の支援を包括的に提供します。 

 

・【新規】妊産婦メンタルヘルス対策事業 

  妊産婦メンタルヘルスの課題等の共有・必要な支援策を推進するため、都が主体 

となり、区市町村・産科医療機関・精神科医療機関等へのヒアリングを実施の上、

関係機関合同での検討会を実施する。また、都内の精神科医療機関へ妊産婦の受入

れ可否等の調査を行い、検索システムを構築します。 

 

・妊産婦等生活援助事業 

家庭生活に困難を抱える特定妊婦と出産後の母子等に対する支援を行うため、一 

時的な住まいや食事の提供、その後の養育等に係る情報提供や、医療機関等の関係

機関との連携を行う団体を補助します。 
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コ ラ ム  「  妊娠期から 子育て 期にわた る 支援について  」  

 

○ 都は、 妊娠期から 子育て 期にわた る 切れ目のな い支援の実施・ 充実に向け 、 相

談支援や訪問支援な ど の取組を 重層的に実施し て いま す。  

 

〇 都は、 妊娠期から 子育て期にわたる 切れ目のない支援の実施・ 充実に向け、 相談支援や訪問支援などの取組を重層的に実施

〇〇母母子子生生活活支支援援施施設設
母子家庭に対する 居室の提供や生活支援等

〇〇ここ どどもも 家家庭庭セセンンタタ ーー体体制制強強化化事事業業（（ 児児童童虐虐待待のの未未然然防防止止:: 予予防防的的支支援援））
子供家庭支援センタ ーと 母子保健部門が一体と なり 、 家庭のニーズ把握と 訪問支援を実施する 区市町村を支援

〇〇特特定定妊妊婦婦等等へへのの支支援援
居場所の提供等、 女性自立支援施設での支援

〇〇緊緊急急避避妊妊薬薬にに係係るる 医医療療機機関関等等へへのの
同同行行支支援援

〇〇とと うう きき ょょ うう ママママパパパパ応応援援事事業業・・ 東東京京都都出出産産・・ 子子育育てて応応援援事事業業
妊婦面接等の伴走型相談支援と 経済的支援、 産後ケア、 家事育児サポータ ー派遣等に取り 組む区市町村を支援

〇〇女女性性ののたためめのの健健康康ホホッッ トト ララ イイ ンン
避妊や婦人科疾患など 、 心身上の悩みに対する 相談（ 電話・ メ ール）

〇〇妊妊娠娠相相談談ほほっっとと ララ イイ ンン
・ 予期せぬ妊娠や妊娠中の体調への不安等、 様々な悩みに対する 相談(電話・ メ ール)
・ 産科受診が困難な方に対し 、 医療機関等への同行支援を実施

自
ら
育
て
ら
れ

な
い
場
合

児児童童相相談談所所にによよ るる 入入所所措措置置等等

〇〇乳乳児児院院
保護者によ る 養育が困難な乳幼児を養育

〇〇児児童童養養護護施施設設
保護者のいない児童や被虐待児等を養護

〇〇里里親親へへのの委委託託 児童の養育を委託

普
及
啓
発

〇〇ホホーームムペペーージジにによよ るる 普普及及啓啓発発
子供政策連携室HP「 TOKYO YOUTH HEALTHCARE」

にて、 思春期の健康上の悩みに対する 様々な情報を掲載

相
談
支
援
等

〇〇妊妊娠娠しし たたかかもも 相相談談＠＠東東京京
「 妊娠し たかも ? 」 と いう 悩みや
疑問に、 チャ ッ ト ボッ ト 形式で対応

区市町村
の取組

妊娠前 妊娠期 乳幼児期

母子健康手帳交付 妊婦健診

出産

乳児家庭全戸訪問等 乳幼児健診

こ ど も 家庭センタ ー: 児童相談部門と 母子保健部門が一体と なり 妊娠期から 包括的な相談支援等を実施

※各相談事業で把握し た当事者について継続的な支援が必要な場合は、 区市町村の母子保健部門や子供家庭支援センタ ー、 児童相談所等につなげていま す。

妊妊娠娠期期かからら 子子育育てて期期ににわわたたるる 支支援援ににつついいてて
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コ ラ ム  こ ど も 家庭セ ン タ ー体制強化事業 

～妊娠期から 子育て 期にわた る 切れ目のな い支援の実現に向け て ～ 

 

○ 令和６ 年４ 月施行の改正児童福祉法及び改正母子保健法によ り 、 区市町村では

こ ど も 家庭セン タ ーの設置が努力義務と な り ま し た 。  

 こ ど も 家庭セ ン タ ーでは、 区市町村の児童福祉部門と 母子保健部門が、 全て の

妊産婦、 子育て 世帯、 子供へ一体的に相談支援を 行い、 適切な サービ ス へつな ぐ

た めのマネ ジ メ ン ト 等を 担っ て いま す。  

 

〇 東京都では、 妊娠期から 信頼関係を 築き 、 当事者の背景を 踏ま え 、 困り ご と や

ニ ーズ に沿っ た 支援を 実施する こ と で 、 ゆと り を 持っ て 子育て でき る よ う 、 令和

６ 年度から 「 こ ど も 家庭セ ン タ ー体制強化事業」 を 開始し ま し た 。  

 

〇 児童福祉部門と 母子保健部門の専門職等が、 状況に応じ て 訪問支援や面接等を

丁寧に行い、 当事者の抱え て いる 困難を 理解し て 寄り 添いな がら 、 健やかに子育

て ができ る 環境を 整え て いき ま す。  

児童虐待の未然防止等に着実な 効果が期待で き る こ の事業で は、 支援ノ ウ ハウ

の提供や人材育成研修、 支援チーム を 配置する た めの人件費補助を 通じ て 、 両部

門が協働し て 支援に取り 組む区市町村を 支援し て いま す。  

ま た 、 妊産婦の主観的な ゆ と り 感に着目し た 「 ゆと り 尺度」 と いう 新た な 指標

を 用いる こ と で、 当事者が負い目を 感じ ず二ーズ を 表出で き る と と も に、 継続的

な モニ タ リ ン グ によ り 、 支援効果を 測る こ と ができ る 仕組みを 構築し て いま す。  

 

▼支援イ メ ージ  

出出産産 乳乳児児期期 就就学学前前妊妊娠娠期期

・・ 担担当当者者がが妊妊娠娠期期かからら 継継続続しし ててアアウウ トト リリ ーーチチ支支援援

・・ 複複数数回回ののアアププロロ ーーチチでで信信頼頼関関係係をを 構構築築しし ニニーーズズをを 把把握握

・・ 「「 ゆゆとと りり 感感」」 をを高高めめるる たためめ、、 妊妊産産婦婦ののニニーーズズにに沿沿っっ たた個個別別的的なな支支援援をを 実実施施

児児童童福福祉祉部部門門

母母子子保保健健部部門門

生生活活費費がが
足足りり なないい……

介介護護とと のの両両立立
どど うう しし よよ うう ……

全全然然寝寝ててくく れれ
ななくく てて寝寝不不足足……

協協働働

 

〇 先行し て 実施し た モデル事業では、 一人ひと り の妊産婦と 丁寧に関わる こ と で、

こ れま で見え て こ な かっ た 背景や困り ご と に気付き 、 早期に適切な 支援につな ぐ

こ と ができ た と 、 支援者は手応え を 感じ て いま し た 。  

 

〇 今後も よ り 良い支援を 届けら れる よ う 、 本事業を 推進し て いき ま す。  
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コ ラ ム       妊産婦等生活援助事業の実施 

 

○ 令和６ 年４ 月施行の改正児童福祉法を 踏ま え 、 都は、 特定妊婦や出産後の母子

等が安心し た 生活を 送る こ と がで き る よ う 、 一時的な 住ま いや食事の提供等を 行

う 団体の取組を 支援し て いま す。  

 

○ 支援の内容は、 ①利用者の状態に応じ た 支援計画の策定、 ②妊娠葛藤相談や子

供の養育相談、 自立に向け た 相談等の相談支援、 ③入居又は通いによ る 居場所や

食事の提供等の生活支援、 ④児童相談所や区市町村、 児童福祉施設、 医療機関等

の関係機関と の連携、 ⑤医療機関受診、 就労支援機関の利用、 行政手続等の同行

支援等です。  

 
 

○ 妊産婦等生活援助事業所では、 保健師、 助産師又は看護師の資格を 有する 者が、

専門性を 活かし た 心身のケ ア や体調管理等を 行っ て いる ほか、 母子支援員等が、

妊婦・ 母子に寄り 添いな がら 、 家事・ 育児等の日常生活上の援助等を 実施し て い

ま す。  

 

○ ま た 、 都は、 利用者に心理療法が必要な 場合に適切に支援でき る よ う 、 公認心

理士等を 配置する 取組や、 利用者が配偶者から の暴力を 訴え て いる 場合や養育費

に関する 相談、 金銭ト ラ ブルや契約ト ラ ブル等を 抱え て いる 場合等、 法律相談が

必要な 場合に適切に対応でき る よ う 、 弁護士等を 嘱託契約等によ り 配置する 取組

も 支援し て いま す。  

 

○ 都は今後と も 、 民間事業者と 連携し 、 特定妊婦等への支援を 充実し て いき ま す。 
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３ 「 家庭と同様の環境における養育の推進 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 里親制度の普及、登録家庭数の拡大、委託の促進 

 〇 里親制度の認知度の向上を図るため、ウェブサイトの運営等の広域的な広報や、

フォスタリング機関による地域でのイベント参加や住民向け広報の実施、里親体験

発表会の開催、学校や医療機関への出前講座等の取組を実施しています。 

 

 〇 フォスタリング機関に区市町村連携コーディネーターを配置し、区市町村と連

携した里親の新規開拓及び普及啓発等に関する取組を実施しています。 

 

  〇 都における、代替養育を必要とする児童全体に占める里親、ファミリーホーム

への委託率（里親等委託率）は、１７．５％（令和５年度末）となっています。養

育家庭の登録数及び里親等委託率は増加傾向にありますが、計画の目標値からは若

干下回っている状況にあります。 

 

 〇 養子縁組里親3は、登録家庭数に対して養子縁組の候補となる児童が少ないこと

などから、マッチングに至らない家庭が多く存在しています。マッチングを待って

いる養子縁組里親は、研修により一定の知識・スキルを習得しており、また養子縁

組にはこだわらず、児童を長期的に養育することを希望する家庭もあることから、

養子縁組里親に対して養育家庭4としての委託ができるよう、養子縁組里親と養育

家庭の両方に里親として登録をする、二重登録の運用を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 
3 要保護児童を、養子縁組を目的として養育する里親として、登録された家庭  
4 要保護児童を、養子縁組を目的とせずに、一定期間養育する里親として、登録された家庭 

 

（目指す方向性） 

〇 里親制度の普及と登録家庭数の拡大、社会的養護を必要とする児童の里親等へ

の委託を促進します。 

 

〇 里親の養育を支えるための、里親に対する支援を充実します。 

 

〇 特別養子縁組に関する取組を推進します。 

-79-
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２ 里親に対する支援 

 〇 里親のリクルートや里親に対する研修、委託中の養育への支援並びに里親委託

措置解除後における支援に至るまでの一貫した里親支援を行うフォスタリング機

関事業を、令和 2 年度から開始しました。令和６年度末には、東京都の所管する

全域において、フォスタリング機関を導入しました。 

 

〇 令和６年４月に施行された改正児童福祉法において、里親支援事業や、里親や

委託児童等に対する相談支援等を行う「里親支援センター」が、「児童福祉施設」

として位置づけられました。 

 

〇 里親が抱える課題への対応力向上を目的とした里親フォローアップ研修や、未

委託家庭を対象とした里親スキルアップ研修等の研修機会の提供、未委託家庭に

対する家庭訪問の実施など、里親のスキルアップに向けた取組を実施しています。 

 

〇 児童の処遇等に関して、チーム養育の中で調整ができないケースについて、児

童の利益を守り、権利擁護を図る観点から、第三者の立場で意見を聴取し、調整

を行う里親養育専門相談事業（里親子のサポートネット）を、令和 3 年度から実

施しています。 

 

〇 一方で、ケアニーズの高い児童の増加、児童の特性への対応の困難さなどから、

委託後に不調となるケースが存在しています。 

 

 

３ 特別養子縁組に関する取組の推進  

 〇 民法等の改正により、令和２年度から、特別養子縁組の養子候補者の上限年齢

が 6 歳未満から 15 歳未満に引き上げられるとともに、特別養子縁組成立の審判

について、二段階手続が導入されました。 

 

 〇 家庭で適切な養育を受けられない新生児を対象として、特別養子縁組が最善と

判断した場合に、できるだけ早期に委託に結びつけることを目的とした、新生児委

託推進事業を実施しています。 

 

 〇 養子縁組成立後の里親を対象とした、児童の生い立ちの整理のための、個別支

援プログラム事業を、令和４年度から実施しています。 
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 課題と取組の方向性  

＜課題１＞里親の普及、登録家庭数の拡大、委託の促進 

 〇 乳幼児や高齢児等、様々なニーズに適うマッチングが可能となるよう、多様な

里親の登録が必要です。 

 

〇 里親登録数の拡大には、里親制度の社会的な理解の促進や、認知度の更なる向

上が必要です。 

 

〇 施設に措置をされている児童の中には、里親への委託が望ましい児童もいるこ

とから、パーマネンシー保障の考えのもと、児童の成長や背景に合わせた、措置

先の検討を行うことが必要です。 

 

〇 実親の同意取得が困難であることを理由に委託に至らないケースが存在するこ

とから、実親に対し里親制度への理解を促すための取組が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－４）里親委託促進に向けた取組 

〇 児童相談所における専門職の計画的な増員と、家庭養育優先原則とパーマネン

シー保障を徹底するマネジメント体制を強化します。 

 

〇 各児童相談所における里親等委託率や課題を定期的に共有し、進捗状況の確認

を徹底します。 

 

〇 実親の里親制度への理解を促し、委託を促進するため、実親への説明や委託中

の交流を支援する仕組みを検討します。 

 
〇 里親の登録数の増加に向け、更新期間を２年から５年に変更します。更新期 

間の見直しに伴い、里親それぞれの状況に合わせた研修の受講を推奨するなど研

修の充実を図り、里親の資質を確保していきます。 

（取組１－３）里親のリクルートに係る区市町村との連携強化 

〇 フォスタリング機関事業の都内全域での実施により、区市町村と連携をした地

域に根差したリクルート活動の強化に取り組みます。 

（取組１－１）効果的なリクルート方法の検討 

〇 里親委託児童は年齢や委託期間等、様々なニーズがあることを周知するととも

に、多様な里親の登録に繋がる効果的なリクルート方法を検討します。 

（取組１－２）里親制度の普及啓発 

〇 民間企業に対する説明会の実施等、対象を明確にした効果的な広報を実施しま

す。 
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＜課題２＞里親に対する支援 

〇 ケアニーズが高く対応が困難な児童への対応等、里親家庭の抱える養育の不安

や悩み等に対して、里親の養育力向上に資する取組の実施とともに、気軽に相談

ができる体制の構築など、里親に寄り添った支援が必要です。 

 

〇 里親の子育てを支えるために、地域や企業の理解を促進し、育てやすく働きや

すい環境の醸成が必要です。 

 

 〇 委託後の不調を未然に防ぐため、マッチングからの丁寧なアセスメントの実施

や、里親の負担に対する支援、里親自身の養育力の向上が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題３＞特別養子縁組に関する取組の推進  

〇 養子縁組里親の登録数は増加傾向にありますが、養子縁組候補となる児童が少

なく、マッチングに至らない家庭が多く存在します。 

 

〇 児童の心身の成長や発達にとって、特定の大人との愛着形成が重要であり、実

親の養育が望めない場合にはなるべく早期の委託が望ましいものの、アセスメン

トやマッチング・交流に時間を要することがあります。 

 

〇 養子縁組成立後の養子、養親、実親への支援について十分なノウハウが蓄積さ

れていない状況があります。 

（取組２－１）包括的、一貫した里親支援体制の構築 

〇 フォスタリング機関事業を着実に実施するとともに、実績の評価を行い、里

親支援センターへの移行に向けて、里親への支援の充実のために必要な機能等

について検討します。 

 

〇 レスパイト機能の強化や、ショートステイなどの地域事業の活用による、予

防的視点の支援を強化します。 

  

（取組２－３）里親の養育力向上に資する取り組みの強化 

 〇 ケアニーズの高い児童の養育に資する研修や、養育家庭の経験に合わせた支援

の実施等により、里親の養育力向上に向けた取組を強化します。 

（取組２－２）理解の醸成と、里親を支える体制の強化 

 〇 関係機関の連携により里親を支援する体制（チーム養育）の強化を図ります。 

   

 〇 民間企業に対する説明会の実施等、対象を明確にした効果的な広報を実施しま

す。（再掲） 
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ｗ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組３－１）特別養子縁組委託候補児童の検討 

〇 実親による養育が望めず、他に養育できる親族等がいない児童については、特

別養子縁組を検討します。 

 

〇 児童相談所長による特別養子適格の確認の申立等について、積極的に検討しま

す。 

 

TY んｓｌ「 

 

 

  

（取組３－２）早期の委託に向けた支援体制の強化 

〇 乳児院や民間あっせん機関等の関係機関との連携を強化し、養親希望者と養子

候補者となる児童の交流、マッチングが円滑に行われる体制を整備します。 

 

〇 特に、新生児が養子候補者となった場合については、できる限り新生児のうち

に養子縁組里親への委託を進められるよう、体制を強化します。 

（取組３－３）縁組成立後の支援の検討 

〇 養子縁組里親に対して縁組成立後も継続した支援を行い、児童の家庭を取り巻

く個々の状況に応じた児童の生い立ちの整理のための個別支援プログラムを実

施します。 

 

〇 養子の出自を知る権利を保障し、出自を知る権利に関する支援を望む者への支

援方針等の検討を行います。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

共通 ３歳未満、３歳以上の就

学前、学童期以降の里親

等委託率 

【里親等委託率】 

３歳未満   14.4% 

３歳～就学前 23.7% 

学童以降   16.9% 

合計     17.5％ 

（令和 5 年度） 

 

【里親等委託率】 

３歳未満  50.5% 

３～就学前 50.5% 

学童以降  33.6% 

合計    37.4％ 

共通 ３歳未満、３歳以上の就

学前、学童期以降の登録

率5、稼働率 

【登録率】 42.5% 

【稼働率】 41.3％ 

 

（令和 5 年度） 

 

【登録率】74.6% 

【稼働率】50.0% 

共通 養育里親、専門里親、養

子縁組里親それぞれの里

親登録（認定）数 

養育里親 801 家庭 

専門里親   19 家庭 

養子縁組 448 家庭 

（令和５年度） 

養育里親 

1,669 家庭 

専門里親 

40 家庭 

養子縁組 

933 家庭 

共通 ファミリーホーム数 30 ホーム 

（令和 5 年度） 

40 ホーム 

（定員 240 人） 

共通 里親登録（認定）に係る

都道府県児童福祉審議会

の開催件数 

年 6 回 

（令和 5 年度） 
年６回で継続 

共通 養育里親、専門里親、養

子縁組里親それぞれの委

託里親数、委託児童数 

【養育里親】 

・委託里親数 383 家

庭 

・委託児童数 445 人 

【専門里親】 

・委託里親数 ５家庭 

・委託児童数 ５人 

【養子縁組里親】 

・委託里親数 49 家庭 

・委託児童数 52 人 

（令和５年度） 

 

増やす 

 
5 登録率    

     里親登録数×平均受託児童数＋ファミリーホームの定員数       

乳児院・児童養護施設の入所児童数＋里親・ファミリーホームへの委託児童数  
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取組 指標名 現状 目標値 

共通 新 規 フ ァ ミ リ ー ホ ー ム

数、委託児童数 

新規 ２ホーム 

（令和 5 年度） 

委託児童数 120 人 

（令和５年度） 

増やす 

共通 里親登録（認定）に対す

る委託里親の割合 
38.0％ 

（令和５年度） 
増やす 

取組２－１ 里親支援センターの設置

数 — 

フォスタリング機関

の実施状況を評価の

上で検討 

取組２－１ 民間フォスタリング機関

の設置数 

8 児童相談所 

（令和７年１月） 

都児相管轄内すべて

に設置 

取組２－１ 児童相談所における里親

等支援体制の整備 

フォスタリング機関事

業の実施８か所 

（令和７年１月） 

都内全域 

取組２－２ 基礎研修、登録前研修、

更新研修などの必須研修

以外の研修の実施回数、

受講者数 

９６回 延べ 1,014 人 

（都実施分） 

（令和 5 年度） 

増やす 

取組３－１ 児童相談所を通じた特別

養子縁組の成立件数 

３６件 

（令和 5 年度） 

必要に応じた対応の

着実な実施 

取組３－２ 民間あっせん機関を通じ

た特別養子縁組の成立件

数 

 

０件 

（都児相所管分） 

（令和５年度） 

— 

取組３－１ 親との交流の途絶えたケ

ース、親の行方不明、特

別養子縁組不同意ケース

等に係る児童相談所長に

よる特別養子適格の確認

の審判の申立件数 

２件 

（都児相所管分） 

（令和５年度） 

申立の積極的な検討

と、必要に応じた対応

の着実な実施 

取組３－２ 里親支援センターやフォ

スタリング機関（児童相

談所を含む）、乳児院、民

間団体等による特別養子

縁組等の相談支援体制の

整備  

フォスタリング機関 

８か所 

（令和７年１月） 

民間あっせん機関（都

内）５機関 

（令和６年度） 

連携強化 
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主な施策  

・養育家庭等 

 里親委託期間中の児童にかかる経費について、児童福祉法に基づき、措置費を支 

弁します。 

 

・【拡充】養育家庭（措置費の拡充（認証保育所等費）） 

  里親委託児童の保育所入所及び学童クラブの利用に係る経費について、措置費を 

支弁することにより、共働き家庭への支援を強化し、更なる里親制度の普及促進、

積極的活用及び里親委託率の促進を図ります。 

 

・【拡充】広報・啓発事業 

  都の里親制度について広く周知し、登録家庭数の拡大や制度理解の促進等を図る 

ことにより、里親等委託率の向上を図ります。 

 

・里親養育力向上総合プログラム 

  里親の養育力向上のためのフォローアップ研修及び縁組成立後の支援等を実施し 

ます。 

 

・養育家庭制度 

  養育に係る負担を軽減するためのレスパイト・ケア6の提供を行うほか、措置解除 

となった元里子に対し、養育家庭等を通じて居住費を支援する等、養育家庭等に対

する支援活動を行い児童の処遇向上を図ります。 

 

・里親委託交流経費補助事業 

  交流中の養育家庭、養子縁組里親及びファミリーホーム（法人型を除く）の負担 

を軽減するために、里親が委託候補児童と交流を行った場合に補助を行います。 

 

・【拡充】フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）事業  

  里親への委託をより一層推進するため、里親のリクルート及びアセスメント、里 

親に対する研修、児童と里親のマッチング、児童の里親委託中における里親養育へ

の支援、里親委託措置解除後における支援に至るまでの一貫した里親支援及び養子

縁組に関する相談・支援を総合的に実施します。 

 

 

・【拡充】新生児委託推進事業 

 家庭で適切な養育を受けられない新生児を対象として、特別養子縁組が最善と判

断した場合に、できる限り早期に里親子を結びつけられるよう、養子縁組里親の養

育力向上のための研修実施や新生児と養子縁組里親の交流支援等を行い、新生児委

託を推進します。 

 
6 委託児童を養育している里親及びファミリーホーム養育者の、一時的な休息のための援助  
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・【拡充】乳児院の家庭養育推進事業 

 乳児院に治療的・専門的ケアが実施できる養育体制を整備することにより、被虐 

待児、病虚弱児、障害児等の支援を充実させるとともに、保護者等に対する育児相

談等の支援体制を強化し、入所児童の家庭復帰や里親委託を促進します。 
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コ ラ ム  養子縁組成立後の里親等に対する 個別支援事業（ ラ イ フ ス ト ーリ ー

ワ ーク ）  

○ 平成２ ８ 年度の 児童福祉法改正に おい て 、 縁組成立後の 支援も 含めた 養子縁 

組に関する 相談・ 支援が都道府県の役割と し て 位置づけ ら れま し た 。  

○ 東京都では令和 4 年度よ り 、 養子縁組成立後の里親等に対する 個別支援事業を

実施し て いま す。  

○ ラ イ フ ス ト ーリ ーワ ーク （ 生い立ち の整理） は、 児童が自分の過去に起こ っ た

出来事や、 そ の時の家族のこ と を 理解し 、 自身の生い立ち やそ れに対する 感情を

信頼で き る 大人の支え と 共に整理し て いく 取組です。 児童が自身の生い立ち に関

する 事実を 肯定的に捕ら え 、 自分を 大切にし 、 誇り を も っ て 成長する た めに大切

な 取組です。  

○ こ の事業では、 ラ イ フ ス ト ーリ ーワ ーク について の一般的な 講義に加え て 、 養

子縁組家庭の個別の事情に応じ た 支援を 行う こ と を 目的と し て おり 、 真実告知や

児童の生い立ち の整理を ど のよ う に行え ばいいかな ど を 、 個々の状況に応じ て 、

専門家に相談でき る 体制を 構築し て いま す。  

○ 養親への支援は 3 ス テ ッ プで行な っ て おり 、 ス テ ッ プ 1 では講義形式で真実告

知の必要性や意義な ど を 取り 扱い、 ス テ ッ プ 2 では各家庭の状況に合わせて 個別

相談を 行い、 ス テ ッ プ 3 ではグ ループワ ーク によ り 、 当事者同士の悩みの共有等

を 行な っ て いま す。  

○ ま た 、 児童相談所職員や民間フ ォ ス タ リ ン グ 機関職員、 各施設の里親支援専門

相談員な ど の支援者向け にも 専門家によ る 講義や事例検討を 実施し 、 養子縁組成

立後の里親への支援力向上を 図っ て いま す。    

○ 真実告知等の支援に関し て は、 養子縁組成立直後よ り も 、 あ る 程度年数を 重ね

た 家庭にこ そ 支援の必要性があ る と いえ ま す。 今後も 、 養子縁組家庭に必要な 支

援が届けら れる よ う 、 取り 組んでいき ま す。  
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４ 「 施設におけるできる限り良好な家庭的環境の整備 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 施設の小規模化・地域分散化の促進・家庭的な養育環境(グループホーム等)での 

養育を推進 

〇 児童養護施設において、令和６年３月１日時点で、グループホームは１９１か

所、施設の定員に占める定員６名以下のユニットケアは、約６割を占めており、

小規模化、地域分散化が進んでいます。 

 

〇 乳児院においても、家庭的な養育環境を目指しており、ユニットの小規模化を

進めています。定員６名以下の小規模ユニットの割合は、令和６年３月１日時点

で約６割となっています。 

 

〇 週末や夏休みなどの期間に、一定の要件を満たし登録をされた「フレンドホー

ム」との交流を行うことにより、児童養護施設や乳児院で暮らす児童が家庭生活

を体験する場を提供しています。 

 

 

２ 施設の多機能化（里親家庭の支援、一時保護児童の受入等） 

〇 児童養護施設、乳児院及び母子生活支援施設において、ショートステイやトワ

イライトステイ等の地域の子育て家庭への支援を実施しています。 

 

〇 児童養護施設及び乳児院では、フォスタリング機関事業の受託や里親支援専門

相談員7、里親交流支援員8の配置等により、里親子に対する支援を行っています。 

 

〇 児童養護施設や乳児院において、一時保護委託児童を受け入れる専用ユニット

を設置し、一時保護委託の受入れを行っています。 

 

 

 
7 児童相談所等と連携して、里親委託の推進及び里親支援の充実を図ることを目的に配置される  
8 愛着関係移行の援助等きめ細かい里親子の交流支援を実施し、児童の里親委託に向けた支援を行うことを目的に

配置される  

（目指す方向性） 

〇 施設における家庭的な環境での養育を更に進めるため、引き続き、小規模化・

地域分散化を推進します。 

 

〇 施設が地域の子育て家庭や里親子の支援を行うなどの多機能化を推進します。 

 

〇 障害児入所施設に入所している児童が、できる限り良好な家庭的環境の下で支

援が受けられる体制の整備に向けて努めます。 
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３ 障害児入所施設における支援 

（１）国の動向 

〇 国の策定要領9において、「障害児入所施設においても、被虐待児童が一定割合

生活していることを踏まえ、障害児入所施設においては、障害に対する正確な理

解と障害特性に応じた環境の提供に加え、できる限り良好な家庭的環境の下で支

援を行うことが必要」と新たに明記されました。 

 

 〇 また、令和６年度から、運営基準10に「指定福祉型障害児入所施設は、障害児

ができる限り良好な家庭的環境において指定入所支援を受けることができるよう

努めなければならない。」ことが新たに明記されました。 

  

〇 さらに、障害福祉サービス等報酬改定において、より家庭的な環境による支援

を促進する観点から、小規模グループケア加算11も、より小規模なケアへの評価

へ見直しが行われました。 

 

（２）都の取り組み 

 〇 福祉型障害児入所施設は、令和６年４月１日現在、都内 8 施設、都外 9 施設で

あり、そのうち、小規模グループケア加算を算定している施設は、都内１施設、

都外３施設で、児童数は１０８名となっています。 

  

〇 現在は、障害児入所施設から建替えや改修の相談があった際に、ユニット化に

ついても助言を実施しています。 

 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞施設の小規模化・地域分散化の促進・家庭的な養育環境(グループホーム等)

での養育 

〇 国は、「できる限り良好な家庭的環境」の確保に取組み、概ね５年程度を目標に 

小規模化かつ地域分散化することを求めています。 

 

〇 児童養護施設における、小規模グループケア（定員６名）は、令和元年 10 月

31 日以前に、７～８名で指定されていた施設においては国の経過措置が認められ

ていましたが、経過措置は令和６年度末で終了することとなっています。しかし、

都内の現状では、一時保護所のひっ迫状況等から定員を即時に減少させることは

困難となっています。 

 〇 地域分散化により、グループホームが増えたことに伴い、若手職員がグループ

 
9 「都道府県社会的養育推進計画の策定要領」（令和 6 年 3 月 12 日付こ支家第 125 号子ども家庭庁支援局長通知） 
10 第２０条第２項（児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準・平成 24 年厚

生労働省令第 16 号 
11 施設のユニット化など、定員 10 名までの小規模グループでケア（設備・人員配置の条件有）を実施した場合の

評価（例：定員４～6 名の場合、320 単位/日を加算）  
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ホームに配置され、運営の中心となることも増えており、若手職員の育成、フォ

ロー体制の構築が課題となっています。 

 

 〇 これまで、本体施設はスケールメリットを生かしてケアニーズの高い児童を受

け入れてきました。一方で、グループホームの増設に伴い、本体施設の定員を減

少させてきたこと、本体施設の各ユニットの小規模グループケア化を進めたこと

に伴い、本体施設においても複数職員による勤務ローテーションを組むことが困

難になっています。 

 

〇 都立児童養護施設においては、公的な役割を果たす中でケアニーズが高い児童

の割合が増加しており、現行の職員配置及び１ユニット定員（８名）では児童の

特性に応じた支援が困難になってきています。 

 

〇 乳児院においては、特に職員配置の少ない夜間を中心に、授乳や呼吸確認など

の業務や、緊急を要する乳児の一時保護委託の受入を行う必要があることから、

小規模での養育を引き続き実施するためには、職員の増配置とともに、職員一人

ひとりが高いスキルを習得することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題２＞施設の多機能化（里親家庭の支援、一時保護児童の受入等） 

（取組１）小規模化及び地域分散化の促進 

〇 施設における家庭的な環境での養育を更に進めるため、引き続き、小規模化・

地域分散化に対応するグループホームの設置を支援します。 

 

〇 小規模化や地域分散化を進めるにあたっては、代替養育の必要な児童の見込 

数を踏まえ、保護が必要な児童の行き場がなくなることがないよう、必要な定 

員数を確保します。 

 

〇 グループホームに勤務する職員が孤立することのないよう、グループホームの

特性を踏まえた、職員の負担軽減のための体制構築を引き続き支援していきま

す。 

 

〇 児童養護施設の本体施設の小規模化に伴い、職員体制の充実に向けた支援を実

施するとともに、個室化などハード・ソフト両面からケアニーズの高い児童の受

け入れを促進するための支援を検討していきます。 

 

〇 都立児童養護施設においても、将来の代替養育を必要とする児童数を踏まえな

がら、引き続き小規模化・地域分散化の整備を計画的・段階的に進めていくとと

もに、職員の体制強化や定員の見直しを図っていきます。 

 

〇 一人ひとりが高いスキルを習得し、小規模での養育を行うため、乳児院等の職 

員を対象とした研修を引き続き実施していきます。 
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〇 児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設には、入所機能のみならず、在宅子

育て家庭や里親子のニーズを踏まえた機能や役割の強化が期待されています。 

 

〇 一時保護所の入所のひっ迫状況から、児童養護施設や乳児院における一時保護

委託の需要が高まっており、受入れ体制の強化が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題３＞障害児入所施設のユニット化 

〇 障害児入所施設のユニット化に当たっては、居室、居間、食堂、入所している

障害児が相互に交流できる場所などが必要となるため、施設の建て替えや改修等

のハード面の整備が必要です。 

 

〇 また、小規模グループケア加算を算定するためには、ハード面の整備のほか、

ソフト面（専任の児童指導員又は保育士の配置）の対応も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

（取組２－１）施設の多機能化の取組の推進 

〇 乳幼児期における家庭養育推進のため、乳児院における里親等委託推進に向

けた体制の強化をしていきます。 

 

〇 乳幼児を持つ家庭の支えとしても、重要な役割を担っている乳児院では、里親

交流支援員の配置を継続するとともに、特別養子縁組推進員を配置し、今後、地

域や里親家庭のニーズを捉えた取組を展開していきます。 

 

〇 地域の子育て支援の場として、児童養護施設や乳児院、母子生活支援施設の更

なる活用を検討していきます。 

（取組３）障害児入所施設におけるできる限り良好な家庭的環境の整備 

 〇 引き続き、障害児入所施設に対し、運営費や施設整備費補助等を行うとともに、

ユニット化への助言や財政支援の適切な周知を行い、できる限り良好な家庭的環

境の整備に向けて努めていきます。 

 

 〇 

（取組２－２）一時保護委託の受入れ促進 

 〇 引き続き、乳児院や児童養護施設における一時保護委託の受入れを実施してい 

きます。 

 

〇 乳児院における三才以上の一時保護委託の受入促進に向けた支援を継続しま

す。児童養護施設においては、一時保護委託専用ユニットへの支援を継続すると

ともに、受入体制構築に向け、環境整備の経費を支援していきます。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

取組１-１ 児童養護 施設定員に占める

定員６名 以下のユニットの

割合 

60.4％ 

（令和６年度） 

100% 

※ただし、代替養

育の状況による 

取組１－１ 乳児院定 員に占める定員６

名以下のユニットの割合 

59.8％ 

（令和６年度） 
上げる 

取組１-１ グループホームの定員数 １,１４１名 

（令和６年度） 
増やす 

取組１－２ 一時保護 専用施設の整備施

設数 

（一時保 護委託専用ユニッ

ト） 

乳児院４箇所 

児童養護施設１箇所 

（令和６年度） 

増やす 

取組１－２ 里親養育包括支援（フォスタ

リング）事業の実施施設数 

６施設（都内８箇所に

設置済） 

（令和７年１月） 

全児相ごとに

設置 

取組１－２ 区市町村 の家庭支援事業を

委託されている施設数（事業

ごと） 

１，５３３箇所 

（令和 6 年度） 
増やす 

 

 

主な施策  

・グループホーム事業 

  児童養護施設本体から独立した地域社会の民間住宅等を活用して、より家庭的な 

環境の中で養護を実施するグループホームを運営する場合に運営経費を補助します。 

 

・グループホーム・ファミリーホーム設置促進事業 

  本園から支援する常勤職員の配置経費を補助するなど、グループホーム・ファミ 

リーホームの職員への支援体制を強化することにより、質の高いグループホーム等 

の運営を促進するとともに、家庭的養護の推進を図ります。 

 

・【拡充】専門機能強化型児童養護施設制度 

  治療的・専門的ケアが実施出来る体制を整備し問題を有する児童の自立を促進す 

る「専門機能強化型児童養護施設」を設置し、問題を抱えた児童の入所が増加に対 

応するとともに、児童の自立促進を図ります。 

 

・【拡充】新生児委託推進事業（再掲） 

  家庭で適切な養育を受けられない新生児を対象として、できる限り早期に特別養 

子縁組ができるよう、養子縁組里親の養育力向上のための研修実施や新生児と養子 

縁組里親の交流支援を行い、新生児委託を推進します。 

-93-

第
１
章　
　

基
本
的
考
え
方
と
全
体
像

第
１
章　
　

基
本
的
考
え
方
と
全
体
像

第
２
章　
　

東
京
都
の
状
況

第
２
章　
　

東
京
都
の
状
況

第
３
章　
　

東
京
都
に
お
け
る
具
体
的
な
取
組

第
３
章　
　

東
京
都
に
お
け
る
具
体
的
な
取
組

第
４
章　
　

計
画
の
進
捗
評
価
と
見
直
し

第
４
章　
　

計
画
の
進
捗
評
価
と
見
直
し

資　

料　

編　
　

資　

料　

編　
　

90



・【拡充】乳児院の家庭養育推進事業 

  乳児院に治療的・専門的ケアが実施できる養育体制を整備することにより、被虐 

待児、病虚弱児、障害児等の支援を充実させるとともに、保護者等に対する育児相 

談等の支援体制を強化し、入所児童の家庭復帰や里親委託を促進します。 

 

・【拡充】子育て短期支援事業（再掲） 

  保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困 

難となった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な 

場合等に、児童養護施設その他の保護を適切に行うことのできる施設において一定 

期間、養育・保護を行います。 

 

・母子一体型ショートケア事業 

  見守りが必要な母子等に対し、母子生活支援施設において、母子ともに滞在型の

ショートステイを実施し、育児・家事指導等を行うことにより、その後の生活支援

につなげます。 

 

・【拡充】乳児院の一時保護委託受入促進事業 

 乳児院において、三歳以上の幼児の一時保護委託を受け入れるための専用ユニッ 

トを設置し受入体制の充実を図ることで、一時保護委託の実施を促進します。 

 

・【新規】一時保護体制強化事業（再掲） 

  一時保護委託児童受入促進のため、児童養護施設の空きスペースを活用して一時 

保護児童を受け入れる際の準備経費を支援するほか、一時保護所のユニット化に向

けた改修計画の策定、通学支援、円滑な施設等への入所調整に資するシステムの構

築等、一時保護体制強化に係る取組を実施します。 

 

・養育家庭制度（再掲） 

  養育に係る負担を軽減するためのレスパイト・ケアの提供を行うほか、措置解除 

となった元里子に対し、養育家庭等を通じて居住費を支援する等、養育家庭等に対

する支援活動を行い児童の処遇向上を図ります。 
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乳児院「東京恵明学園乳児部」の取組
～小規模化と多機能化の魅力～

コラム

- 1 - 

  様様式式２２    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ココララムム    乳乳児児院院「「東東京京恵恵明明学学園園乳乳児児部部」」のの取取組組   

～～小小規規模模化化とと多多機機能能化化のの魅魅力力～～  

 

+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*; 

 

乳児院は、保護者が病気など様々な事情により、家での養育が難しい乳幼児を 

 預かり養育する児童福祉施設です。 

  大規模修繕工事が終わって環境が整い、子供たちが過ごしやすくなった「東京 

恵明学園乳児部」（青梅市）を訪ねました。 

 

+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*;+*; 

 
✿小規模化✿ 

各ルームは少人数制で、総定員 35 名のうち、３名のルームが１つ（あゆみルー

ム）、４名のルームが２つ、６名のルームが４つあります。 

生後 3 ヶ月までの赤ちゃんは、「あゆみルーム」で過ごします。養育は個別養育担

当制で、入所から同じ職員との生活を通し、関係を築いていきます。 

小規模にすることで、家庭に近い環境で一人ひとりの生活リズムを大切にするこ

とができます。また、職員との関係が安定することで、アタッチメント（愛着）の

形成に寄与しています。 

 
✿多機能化✿ 

 令和６年度から、都独自の事業として「乳児院の一時保委託受入促進事業」が始

まりました。３歳から４歳までの一時保護児童が専任職員の養育のもと、専用のお

部屋で生活する事業です。東京恵明学園乳児部は、令和６年４月から当事業を実施

しています。 

３歳から４歳までの幼児さんたちは、幼児用に備えられた家庭的で落ち着いた「光

ルーム」で生活しています。４名定員の小規模なお部屋で、幼児さんたちが元気い

っぱい、はじけるような笑顔で過ごしていることが印象的でした。 
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５ 「 心理的・治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実 」 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 施設における専門的なケア 

（１）児童養護施設 

〇 児童養護施設において、情緒面・行動面で重い課題を抱える児童や、医療が必

要な児童などケアニーズが高い児童が増加しています。 

 

〇 都は、民間児童養護施設において、児童への専門的ケアを充実するため、精神

科医と心理職員を配置する専門機能強化型児童養護施設に対する支援を行ってい

ます。 

 

〇 東京都石神井学園において、平成 27 年度から虐待等による重篤な症状を持つ

児童に対して、生活支援・医療・教育を一体的に提供する連携型専門ケア機能モ

デル事業を実施しています。 

 

（２）児童自立支援施設 

〇 児童自立支援施設は、主に、非行を主訴とする児童が入所する施設であり、日課や

学習など枠組みのある規則正しい生活の中で、児童に心身ともに安定した安心できる

生活環境を提供することにより、児童が生活習慣を身に付け、将来、社会で自立した

生活ができるよう支援してきました。しかし近年は、虐待によるトラウマ症状やアタ

ッチメントの問題、神経発達症による様々な特性を抱えているためにケアニーズが高

く、個別的・専門的な支援を必要とする児童が増加しています。 

 

（３）児童自立生活援助事業（自立援助ホーム） 

〇 自立援助ホームは、従来は児童養護施設など他の児童福祉施設を経由してから 

の入居が一般的でしたが、近年は、家庭から入居する児童が増加しています。 

 

（４）乳児院 

〇 児童への専門的ケアを充実するため、精神科医や心理職などの専門職員を配置 

する支援を実施しています。 

 

 

（目指す方向性） 

〇 施設におけるケアニーズが高い児童への専門的な支援体制の更なる充実を図り 

ます。 

 

〇 児童相談所における児童、施設等関係機関への支援の更なる充実を図ります。 
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〇 常時医療及び看護が必要な病虚弱児等の養育の向上を図るため、看護師を増配 

置して受入体制を整備する事業を実施しています。 

 

２ 児童相談所における専門的なケア 

 （１）ケアニーズが高い児童への専門的な支援 

〇 児童相談センターにおいて、問題行動が見られる在宅指導児童や施設入所児童

等に対する治療指導、措置中に不適応を起こした児童への一時保護による緊急宿

泊治療を実施しています。 

 

〇 虐待が発生した家族には、保護者が適切な養育行動を身に付けられるよう支援 

するとともに、親子の愛着関係を修復する治療的・教育的援助を実施しています。 

 

〇 加えて、心理治療的なケアや入院等を必要とする児童を適切に医療につなげる

取り組みも実施しています。 

 

 （２）児童養護施設等の関係機関への支援 

〇 児童養護施設等においては、虐待によるトラウマや、愛着障害等の課題をもつ

児童が問題行動を起こし、施設から一時保護所に生活の場を移すなど施設不調に

至るケースが増加しています。 

 

〇 児童相談センターでは、児童養護施設、子供家庭支援センター等を対象とした

研修、事例検討会等を定期的に行い、各施設における援助者の技術向上を支援し

ています。 

 

〇 子供家庭支援センターにおいても、心理職の配置が進んでいますが、多くの心

理職がケースワークを担っており、十分に専門職としての専門性を発揮できてい

ない実態も見られます。 

 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞ケアニーズの高い児童の受け皿の確保 

〇 施設で養育が必要な児童を確実に受け入れられるよう、年々、増加しているケ 

 アニーズの高い児童の受け入れ体制の確保が必要です。 

 

〇 都立児童養護施設においては、情緒面・行動面の問題を抱える中高生などケア 

ニーズが高い児童を確実に受け入れるという公的な役割（セーフティネット）が 

求められます。また、都立児童養護施設の児童居室は個室化が完了しておらず、

ケアニーズが高い児童やプライバシーへの配慮を要する中高生の増加への対応が

必要です。 
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〇 都立児童養護施設の公的な役割（セーフティーネット）を踏まえ、連携型専門

ケア機能モデル事業の充実が必要です。 

 

〇 児童自立支援施設の入所児童の多くは、近年、虐待によるトラウマ症状やアタ

ッチメントの問題、神経発達症による様々な特性を抱えているなどケアニーズが

高く、規則正しい枠組みのある生活に馴染みにくくなっています。しかしながら、

児童への心理ケアやケアワーカー等への心理教育を十分に行える職員体制になっ

ていません。また、心理職の専門性を発揮するためのスーパーバイズ体制が不十

分です。さらには、児童の特性変化を踏まえた寮運営と施設環境の整備が求めら

れています。 

 

〇 乳児院でもケアニーズの高い児童が増加しており、心身の発達とともに行動面

に問題が現れる児童も存在します。現行の体制では、児童への対応が困難な状況

にあり、受入体制の確保が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－１）児童養護施設における支援体制の強化 

〇 施設で養育が必要な児童を確実に受け入れられるよう定員数を確保するとと

もに、ケアニーズの高い児童を受け入れるための専門機能強化型児童養護施設の

体制強化を検討し、全ての児童養護施設が「専門機能強化型児童養護施設」の指

定要件を備えるよう、施設に働きかけていきます。 

 

〇 本体施設を少人数（将来的には４人まで）の生活単位で運営することについ 

て、代替養育のニーズや職員配置など施設運営における課題を踏まえながら、 

対応を検討していきます。 

 

〇 都立児童養護施設は、引き続き公的な役割（セーフティネット）を担うため、

それぞれの地理的な条件等を活かしながら、職員の増配置などにより支援体制の

強化を検討します。また、老朽化した施設の改築・改修等に併せて、居室の個室

化やクールダウンスペースの設置など、ケアニーズの高い児童や中高生へのケア

を充実するための環境を整備します。 

 

〇 連携型専門ケア機能事業において、ケアニーズが高く施設ケアの必要な一時

保護児童や里親委託ケースの受入れを検討するとともに、これまでの支援のノウ

ハウを都内の児童養護施設や学校等に還元していきます。 
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＜課題２＞児童相談所における児童、施設等関係機関への支援の充実 

〇 児童相談センターにおける治療指導機能の更なる充実に加え、心理治療的なケ

アや入院等が必要な児童を円滑に医療につなげる体制づくりが必要です。 

 

〇 児童相談センターによる、児童養護施設や子供家庭支援センター等の関係機関

への更なる支援が必要です。 

 

 

（取組１－２）児童自立支援施設における支援体制の強化 

〇 寮の児童定員の見直しにより、児童の個別的・専門的な支援をきめ細かく行

うとともに、児童の安定した環境を確保するための個室化を進めていきます。

また、ケアニーズの高い児童への個別的ケアの充実を図るため、寮職員の増員

を図っていきます。将来的な増員も見据え、若手職員の育成や寮における支援

のマネジメント体制を含めた職員体制を強化していきます。 

 

〇 特別な支援を必要とする児童への対応を行うため、心理職の増員及び心理担

当部署の設置を図るとともに、心理ケアの専門性を向上させるためにスーパー

バイズ体制を構築します。 

 

〇 医療機関とのネットワーク構築及び施設コンサルを進める児童相談センタ

ーとの連携強化を進め、心理的・治療的なケア等が必要な児童を円滑に医療に

つなげていきます。 

（取組１－３）自立援助ホームにおける支援体制の強化 

〇 児童養護施設と同様に課題を抱える児童が増えていることから、個別ケアや

心理担当など専門的な支援体制の強化を検討していきます。 

（取組１－４）乳児院における支援体制の強化 

〇 虐待や疾病・障害等を理由に入所する児童やその保護者等に対して、医師や

心理士などの専門的な知識や技術を有する者による、一人ひとりの状態に応じ

たケアを引き続き実施していきます。 

  また、措置した児童の家庭復帰、里親や児童養護施設等への措置変更を見据 

え、児童のアセスメントや関係機関との調整を推進します。 

 

〇 看護師の増配置による病虚弱児等の受け入れ体制の整備を継続するととも

に、重篤な児童を受け入れる場合は、さらに看護師を増配置することにより、

受け入れ体制の強化を引き続き実施していきます。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

取 組 １ -

１ 

専門機能強化型児童養護施設 

の実施施設数 

40 施設 

（令和６年 6 月） 
全施設 

取組 1－

2 

乳児院の家庭養育推進事業 ９施設 

（令和６年６月） 
全施設 

取 組 １ -

３ 

乳児院の医療体制整備事業 ２施設 

（令和６年６月） 
継続 

 

 

主な施策  

・【拡充】専門機能強化型児童養護施設制度（再掲） 

  治療的・専門的ケアが実施出来る体制を整備し問題を有する児童の自立を促進す 

る「専門機能強化型児童養護施設」を設置し、問題を抱えた児童の入所が増加に対

応するとともに、児童の自立促進を図ります。 

 

・連携型専門ケア機能事業 

  虐待に起因する愛着障害や発達の偏りにより様々な問題行動を起こす等、重篤な 

症状を抱える児童に対し、生活支援・医療・教育を一体的に提供することで、問題

行動の早期改善を図ります。 

（モデル事業から本格実施への移行） 

 

 

 

（取組２－１）ケアニーズが高い児童への専門的な支援の充実 

〇 児童相談センターにおける緊急宿泊治療の枠を拡大します。 

 

〇 心理治療的なケアや入院等が必要な児童が円滑に医療につながるよう児童精

神科病床を有する医療機関とのネットワークを構築します。 

 

（取組２－２）児童養護施設等の関係機関への支援の充実  

〇 児童相談センターによる児童養護施設等へのコンサルティングを実施し、施設

のケアニーズが高い児童への対応力を強化します。 

 

〇 子供家庭支援センターの心理職が児童相談所と連携し、専門的な支援が行える

よう都のガイドラインを策定する等、専門性向上に向けた取組を検討します。 
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・【拡充】乳児院の家庭養育推進事業（再掲） 

  乳児院に治療的・専門的ケアが実施できる養育体制を整備することにより、被虐 

待児、病虚弱児、障害児等の支援を充実させるとともに、保護者等に対する育児相

談等の支援体制を強化し、入所児童の家庭復帰や里親委託を促進します。 

 

・乳児院の医療体制整備事業 

  乳児院において、気管切開により経管栄養が必要な乳幼児など、看護師が 24 時 

間ケアする必要がある乳幼児の受入体制を整備します。 

 

・【新規】区市町村の保護者支援に関するガイドライン作成事業 

  虐待の未然防止に向け、区市町村の親子支援に関する取り組みを後押しするため 

に東京都版ガイドラインを作成します。 
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コ ラ ム  「  連携型専門ケ ア 機能事業 」  

■事業の概要 

虐待に起因する 愛着障害や発達の偏り によ り 様々な 問題行動を 起こ す等、 重篤な

症状を 持つ児童の早期改善を 図る た め、 東京都石神井学園において 、 生活支援・ 医

療・ 教育を 一体的に提供する 「 連携型専門ケ ア 機能（ 通称： すて っ ぷ）」 を 平成 2 7

年度から 試行し て き ま し た 。  

  

本事業は、 児童養護施設等での集団生活に不適応と な っ て いる 児童な ど を 対象と

し 、 原則２ 年間と いう 期間の中で、 生活支援・ 医療・ 教育の三部門が相互に連携し 、

一体的・ 総合的にア セ ス メ ン ト やケ ア を 行う と こ ろ に特徴があ り ま す。  

  

■こ れま での取組 

・ 部門間の相互連携 

 学校での授業中に生活部門の職員が常駐待機し 、 児童が不穏と な っ た 場合等に速

やかにク ールダ ウ ン の対応を 取っ て いま す。 ま た 、 定期的な 意見交換によ り 児童へ

の対応を 統一化し て いま す。 さ ら に、 医師が職員・ 教員に対し て 、 児童と の面接内

容のフ ィ ード バッ ク や助言・ 指導を 行う こ と で、 支援の質の向上につな げて いま す。 

・ ノ ウ ハウ のマ ニ ュ ア ル化 

 三部門共通の「 支援プロ グ ラ ム 」 や教育部門で作成し た「 く り のみス タ ン ダ ード 」

な ど 、 本事業の具体的な 支援方法について ま と めて おり 、 こ れら を 基に事業を 運営

し て いま す。  

    
 

■今後の取組 

 こ れま でモデル事業と し て 培っ た 実績を ふま え 、 令和７ 年度から 本格実施し 、 今

後も 事業を 継続し て いき ま す。  

 ケ ア ニ ーズ が高く 施設ケ ア の必要な 一時保護児童や里親委託ケ ース の受入れも 行

っ て いく と と も に、 こ れま での支援のノ ウ ハウ を 都内の児童養護施設や学校等に還

元し て いき ま す。  

 

※教育部門について は、都と 練馬区と の協定
に基づき 、 練馬区が自閉症・ 情緒障害特別支
援学級（ 通称： く り のみ学級） を 設置 

▲生活寮       ▲教室（ く り の み学級）    ▲ク ールダ ウ ン 室 
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６６  「「  社社会会的的養養護護ののももととでで育育つつ子子供供たたちちのの自自立立支支援援  」」  

 

 

 

 

 

 

 

 現現状状・・ここれれままででのの取取組組    

1 社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援 

〇 都は、児童養護施設及び自立援助ホームに、自立支援担当職員（自立支援コー

ディネーター、ジョブ・トレーナー）を配置し、入所中から退所後の児童の自立

に向けた支援を実施してきました。 

 

〇 高等学校に在学中の児童の生活にかかる経費の実態を踏まえ、独自に学習支援 

に係る経費を支援しています。 

 

〇 児童自立支援施設では、入所中に構築した職員と児童との間の信頼関係を生か

して、退所後の生活の安定や自立を支援しています。 

 

〇 社会的養護経験者等を対象に、就労や生活の悩みなどを相談でき、同じ悩みを

抱える者同士が集える場所として、ふらっとホーム（社会的養護自立支援拠点事

業）を都内３か所で実施しています。 

 

〇 改正児童福祉法において、児童自立生活援助事業（児童養護施設の退所児童等

に生活指導等を行うことで社会的に自立するよう援助する事業）の年齢制限の撤

廃及び実施場所の拡充、社会的養護経験者等の実状把握及びその自立のために必

要な援助を行うことが都道府県に対し義務化されました。 

 

〇 都は施設退所（措置解除）時の支援や、退所後（措置解除後）の生活・就労に

関する課題、退所者のニーズを把握し、施策に活用することを目的として、「東京

都における児童養護施設等退所者の実態調査」を令和 2 年度に実施しています。

この結果から、社会的養護経験者等に対するアフターケアの充実の必要性が高い

ことがわかります。 

施設退所に関する主な調査結果は以下のとおりです。 

 

 

 

 

（目指す方向性） 

〇 施設等で生活する児童の退所後の生活や進学、就労に向けた自立支援を推進し 

ます。 

 

〇 社会的養護経験者の実情を把握し、その自立のために必要な援助を促進します。 

６　社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援
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退所の際に退所を希望

していたか 

希望をしていた 希望していなかった その他 

70.3％ 18.6％ 11.2％ 

 
退所に向けたサポート よかった まあよかった どちらともい え

ない 

その他 

51.8％ 18.2％ 11.0％ 19.0％ 

 
施 設 退 所 者 の 相談 機 関

の認知・利用状況 

ある ない 相談支援機関がある

ことを知らなかった 

13.4％ 61.6％ 25.0％ 

 
 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞ 社会的養護経験者等に対するアフターケアの充実 

〇 社会的養護経験者等がどのような支援を必要としているかなど、その実状やニ

ーズを把握することが必要です。 

 

〇 児童養護施設等において、入所中から退所後も継続して、児童の意向を踏まえ

た自立を支援するための取組の強化が必要です。 

 

〇 児童自立支援施設には、アフターケアを担う専任職員「自立支援担当職員」が

配置されておらず、退所者等からの希望があった場合に、出身寮の職員が中心と

なって、入所児童への支援の合間に可能な範囲で対応している状況です。このた

め、退所後も関係機関と連携したアフターケアが十分実施できる体制となってい

ないことが課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－１）社会的養護経験者等の実態把握と関係機関の連携強化 

〇  社会的養護経験者や関係機関が構成員となる社会的養護自立支援協議会を

設置し、関係機関の連携を強化していきます。 

 

〇 社会的養護経験者等の実態と支援ニーズを把握するための実態調査を実施

します。 
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 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

１-２ 児童自立生活援助事業の実施箇

所数 

Ⅰ型12：18 箇所 

Ⅱ型・Ⅲ型：０箇所 

（令和６年 4 月） 

増やす 

１-２ 社会的養護自立支援拠点事業の

整備箇所数 
３箇所(都所管) 

（令和６年 4 月） 

実態調査を踏

まえ協議会で

検討 

 

 

 

 
12 Ⅰ型：自立援助ホーム Ⅱ型：母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設 Ⅲ型：

ファミリーホーム、里親 

（取組１－２）施設等における支援体制の強化 

〇 引き続き、児童養護施設や自立援助ホームに入所中の児童の意向を踏まえた退

所後の生活や進学、就労に向けた自立支援を推進するため、自立支援担当職員の

配置と専門性の確保を支援します。 

 

〇 児童養護施設等が措置解除後も退所者等とつながり、必要な支援を行うため

の交流会等の取組を支援します。 

 

〇 児童自立支援施設において、入所時から退所後まで一貫したアフターケアを

計画的かつ継続的に実施できるよう体制を強化していきます。各児童自立支援

施設にアフターケア業務を専属で担う「自立支援担当職員」の配置を図ってい

きます。 

 

〇 社会的養護自立支援協議会において、児童自立生活援助事業による児童の自 

立支援について検討を行い、ニーズに応じた自立支援に向けた取組の強化を図 

っていきます。 

 

〇 社会的養護自立支援拠点事業の機能を拡充します。 

 

〇 家庭復帰や里親委託により乳児院を退所した後は、児童及び保護者へのアフ

ターケアが自立支援と捉えられます。乳児院退所後は、地域の子ども家庭支援

センターや関係者会議・要保護対策協議会等での対応方針等を共有し、地域で

自立できる体制の確保について検討します。 
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主な施策  

・【新規】社会的養護自立支援実態把握事業 

  社会的養護経験者等への自立支援が確実に提供されるための環境整備を推進する 

ため、社会的養護自立支援協議会を設置・開催するほか、社会的養護経験者等の実 

態把握に係る調査を実施します。 

 

・【拡充】自立支援強化事業 

  児童養護施設に自立支援業務に専念できる職員を配置し、自立支援計画作成への 

助言及び進行管理等の取組を行うとともに、施設退所者が居住する際の費用や、ア 

フターケアに係る事業費を補助することで、児童の社会的自立の促進、施設退所後 

のアフターケアの一層の充実を図ります。 

 

・自立援助ホーム事業 

  児童の社会的自立と豊かな人間性の形成に寄与することを目的とし、児童養護施 

設の退所児童等の内、援助が必要と認められる児童等をホームに入居させ、日常生 

活上の援助や生活指導を実施します。 

 

・ジョブ・トレーニング事業（自立援助ホーム） 

  自立援助ホームに入居中又は退居した処遇困難児(者)の就労支援及び就労定着支 

援を実施し、ホーム入退居者の社会的自立を図ります。 

 

・【拡充】社会的養護自立支援拠点事業（ふらっとホーム事業） 

  措置解除者等や虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者 

等（社会的養護経験者等）の孤立を防ぎ、必要な支援に適切につなぐため、相互の

交流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言等を実施します。 
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コラム 「 自立援助ホームあすなろ荘の取組 」 

自立援助ホームは、養育の場である児童養護施設と違い、１０代後半以降の青年

が共同生活の中で、自立を目指すところです。 

 

 

○ 「相談・援助」と「主体性の保障」 

 養育や支援は「指導・管理」「相談・援助」「主体性の保障」の三つを年齢に応じ

てバランスよく行うのが一般的です。しかし、ホームでの在籍期間が短いこともあ

り、「指導・管理」は、入居時の契約書の中に約束事として盛り込み、「相談・援助」

「主体性の保障」に特化した支援を行っています。 

 自立とは一人で生きていくのではなく、周りを頼りながら、自分の人生に責任を

持つ（人のせいにしない）ということなので、入居者を自分の生活を自分で営んで

いる社会人として尊重し、スタッフは一足先に社会に出ている先輩としてアドバイ

スを送るようにすることが「相談・援助」「主体性の保障」という風に考えています。 

  

○ 「入居者支援」と「退居者支援」 

 自立援助ホームではアフターケアという言葉

をあまり使いません。なぜなら入居時と退居後

で支援内容は変わらないからです。あえて違い

を述べると、入居時は、相談や援助を求めても

いいという信頼関係の構築、退居後でも変わら

ないという安心感を育んでいくことも支援の柱

になっているところです。 

 退居後の場合は本人からの SOS が来るまでこちらから働きかけることはありま

せん。ただし、いつでもつながっていられるように夏冬に食料を送ったり、誕生日

カードには入居時に関わりのなかったスタッフも含め、メッセージを書いています。 

 

○  あたりまえの生活 

普段私たちが当たり前に送っている生活は、必ずしも入居者にとって当たり前で

はなかったことがあります。例えば「おはよう」の朝の挨拶や外出時の見送り、温

かいご飯、孤食ではない食事、整理整頓された環境。そういったものを意図的に職

員が行うことで、本来ならば当たり前であるような生活を体験することも必要であ

り、自分が大事にされていることを実感できると考えています。それが結果的     

に他人を思いやることにもつながると思います。 
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７「 児童相談体制の強化 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 都児童相談所の体制強化 

（１）都児童相談所の人員体制・専門性の強化 

 〇 都の児童虐待相談対応件数は年々増加しており、重篤な虐待ケースや精神疾患

がある保護者への対応など、対応が困難なケースも増加しています。 

  

 〇 経験年数２年以下の職員が、児童福祉司・児童心理司ともに５割弱となってお

り、経験が浅い職員が増加しています。 

 

 〇 児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、児童福祉司や児童心理司を増員する

ほか、困難ケースへの対応にあたり、職員に助言・指導等を行う専門課長を配置し

ています。 

 

 〇 人材確保のための専任チーム（リクルートチーム）を設け、大学や養成機関へ

の訪問を行うほか、人材育成のためのトレーニングセンターを設置し、実践的な研

修を実施しています。 

 

（２）都児童相談所の管轄区域の見直し、都児童相談所と子供家庭支援センターの連

携拠点の強化 

 〇 令和３年７月に公布された児童相談所設置の基準を定める政令（政令第 209 号

児童福祉法施行令および地方自治法施行令の一部を改正する政令。管轄人口おお

むね 50 万人以下）等を踏まえ、管轄区域の見直しや新設による区域再編に向け

た対応を実施しています。  

 

 〇 児童相談に係る都と区市町村の相互連携の強化を図るため、都児童相談所と子

供家庭支援センターの連携拠点（サテライトオフィス）を設置しています。 

 

（目指す方向性） 

〇 都児童相談所の人員体制・専門性を強化します。 

 

〇 都児童相談所の管轄区域の見直し、都児童相談所と子供家庭支援センターの連

携拠点の強化をします。 

 

〇 区立児童相談所を含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能を強化します。 

 

〇 都児童相談所と子供家庭支援センターの相互連携を強化します。 
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２ 都と区市町村が一体となった児童相談体制の確保に向けた取組 

（１）区立児童相談所を含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能の強化 

 

〇 都においては、令和 6 年 10 月現在、11 か所の都立児童相談所、９か所の区

立児童相談所、85 か所（61 区市町村）の子供家庭支援センターが設置されてい

ます。 

 

 〇 法的対応や専門的な相談支援を行う都立児童相談所、地域の第一義的な相談窓

口である区市町村の子供家庭支援センター、児童相談業務を自らの責任で実施す

る区立児童相談所等が、それぞれの役割の下、相談支援を行っています。 

 

 〇 しかし、大都市東京では、トー横問題等、単一の自治体では解決できない広域

的、専門的な課題が顕在化しており、都と区市町村の連携の下、東京全体で児童

相談体制を強化していく必要があります。 

 

 〇 これを踏まえ、都は、令和６年度、区立児童相談所を含む東京全体の総合調整

機能を担当する「総合連携担当」を都児童相談センターに設置しました。 

 

（２）都児童相談所と子供家庭支援センターの相互連携の強化 

 ① 都児童相談所サテライトオフィスによる連携 

 〇 令和 2 年 7 月に練馬区子供家庭支援センター内（※1）、令和 3 年 12 月に台

東区子ども家庭支援センター内（※２）、令和 4 年 4 月に渋谷区子供家庭支援セ

ンター内、令和６年 11 月に墨田区子育て支援総合センター内に、都の児童相談

所の連携拠点（サテライトオフィス）を設置しました。 

※1 令和６年６月の東京都練馬児童相談所の開設により発展的に終了 

※２ 台東区・中央区との共同設置 

 

〇 都の児童相談所職員が、定期的及び必要時に連携拠点（サテライトオフィス）

で業務を行うとともに、必要な児童虐待事案等について、連携拠点を活用し、情

報共有、合同調査等を実施しています。 

 

 ② 子供家庭支援センター分室による連携 

 〇 令和 5 年 7 月に新宿区の子供家庭支援センターの分室を都の児童相談センター

内に、令和６年１０月に足立区こども家庭相談課の分室を都の足立児相内に設置

しました。 

 

〇 子供家庭支援センター職員が、連携拠点である分室に常駐しながら、児童虐待

相談等にかかる情報共有、虐待通告時の協議や合同調査などに対応しています。  
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 ③ 都児童相談所・子供家庭支援センターの一体型拠点による連携 

 〇 令和 6 年 6 月、東京都練馬児童相談所を練馬区子供家庭支援センターと同一の

施設内に設置しました。 

 

〇 虐待通告に対する初期対応機関の振り分けの実施、日常的な合同ケース会議の

開催、合同家庭訪問・面接、合同研修などにより、児童相談所と子供家庭支援セ

ンターが緊密に連携しています。 

 

 

 課題と取組の方向性  

１ 都児童相談所の体制強化 

＜課題１＞都児童相談所の人員体制・専門性の強化 

〇 児童福祉司の配置基準は、平成 28 年の政令改正により、人口おおむね４万人

から７万人までに対して１人とされていたものが、平成 31 年４月以降は、人口

４万人に対して１人が標準とされ、さらに、令和４年度に、人口３万人に１人の

配置に引き上げられたため、現状、職員定数が配置基準に足りていません。 

 

 〇 児童福祉司、児童心理司の増員を進める中で、経験年数の浅い職員の割合が増

加しており、一層効果的な人材育成を図っていく必要があります。 

 

 

（取組１－２）実践的な研修の充実 

 〇 都トレーニングセンターにおけるロールプレイング形式の演習型研修を充実

します。 

（取組１－１）人員体制の強化 

〇 児童福祉司には高い専門性が求められるため、必要な人材確保はもとより、

人材育成をしていくことが重要であり、引き続き、国の配置基準等を踏まえ、

計画的に増員します。 

 

〇 計画的な人員確保を進めるために、多様なリクルート活動を進めるとともに、 

より幅広い層が受験できるように、教養試験の廃止や東京以外での選考実施、

採用年度を選べるようにするなど、採用選考の見直しを行います。 

 

〇 職員確保及び定着支援に向けて、奨学金の返済支援や、児童相談所職員住宅 

としての民間賃貸住宅借り上げなど、インセンティブとなる取組の拡充を進め 

ていきます。 
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＜課題２＞都児童相談所の管轄区域の見直し、都児童相談所と子供家庭支援センター

の連携拠点の強化 

〇 虐待に関する相談件数は年々増加しており、相談体制を強化し、迅速な対応に

つなげていくため、多摩地域及び区部における都児童相談所の整備を進めていく

ことが必要です。 

 

〇 引き続き、区市町村との連携を通じた、きめ細かな相談支援体制を確立するた

め、サテライトオフィスの設置を推進することが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都と区市町村が一体となった児童相談体制の確保に向けた取組 

＜課題３＞区立児童相談所を含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能の強化 

〇 児相設置自治体間や、児童相談所と子供家庭支援センター間の調整において、

相談援助業務のルールの解釈や認識の違いにより、手続が円滑に進まない事例が

発生しています。 

（取組１－２）実践的な研修の充実 

 〇 都トレーニングセンターにおけるロールプレイング形式の演習型研修を充実

します。 

（取組１－３）サポート体制の充実 

 〇 新たに採用した職員が環境の変化やギャップに対応できるよう、プレチュータ

ー制を導入し、採用前から採用後にかけての職員へのサポート体制を充実しま

す。 

（取組２－１）都児童相談所の新設によるきめ細かな相談支援体制の確立 

〇 国の政令基準（管轄人口おおむね 50 万人以下）等を踏まえ、区部及び多摩

地域における都児童相談所の新設を進め、地域に根差したきめ細かな相談支援

体制を確立します。 

 

 

 

 

 

 

 
（取組２－２）サテライトオフィスの設置促進 

 〇 都児童相談所のサテライトオフィスの設置を促進し、都と区市町村の連携を一

層強化します。 

今後の新設予定 

町田児童相談所（Ｒ７年度）、大田区に設置する新たな児童相談所（Ｒ8 年度）、多

摩中部児童相談所（仮称）（Ｒ11 年度）、西多摩児童相談所（仮称）（Ｒ13 年度）、

また、目黒区に設置する新たな児童相談所の設置に向けた検討（R13 年度までを

目途に） 

今後の新設予定 

目黒区こども家庭センター内サテライトオフィスの設置を検討中 
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〇 一時保護児童の入所先施設が見つからず、一時保護長期化の一因となるととも

に、児童福祉司個人による入所打診等が繰り返されるなど、職員の負担も増大し

ています。 

 

〇 児童相談所では、困難な法的対応やケアニーズの高い児童への支援等、大都市

特有の困難ケースに直面しています。また、子供家庭支援センターにおいても法

的対応など様々なケースに対応しています。 

 

〇 児童相談所、子供家庭支援センターともに、経験豊富な職員の確保・育成に苦

慮しています。 

 

〇 都と区市町村できめ細かな相談支援体制を早期に確立することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人材育成の共同推進 

都児童相談所、区立児童相談所、子供家庭支援センターにおける合同研修

や職員を相互に派遣するなどの人事交流の取組を進め、専門性の向上と「顔

の見える関係」を構築します。 

（取組３）東京全体の児童相談業務の総合調整機能の発揮に向けた取組 

 〇 都児童相談センターの体制を強化し、東京全体の児童相談業務の総合調整機

能の発揮に向け、以下の取組を推進します。 

１ 相談援助業務の標準化 

（１）  児童相談所の業務に係る既存のルールの解釈等を確認・検証し、東京

の実情を踏まえた都区共通の新たなガイドライン等の策定に向けて検討

を進めます。 

 

（２）   児童相談所と子供家庭支援センター間の連絡調整に係るルールを検証

し、必要な見直しを実施します。 

 

（３）   児童養護施設の入所調整の効率化に向けた都区共通の仕組みづくりを

検討します。 

 

２ 個別ケースに係る専門的支援 

（１）   都内全体での専門性向上のために、困難ケースや好事例等、対応事例

を全自治体で共有するための仕組みを構築します。 

 

（２）   子供家庭支援センターにおける個別の困難事例等に関する相談支援や

区立児童相談所の求めに応じた技術的援助や助言を行う窓口を都児童相

談センターに設置します。 
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＜課題４＞都児童相談所と子供家庭支援センターの相互連携の強化 

〇 都と区市町村できめ細かな相談支援体制を早期に確立することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価指標  

取組 指標名 現状 目標値 

（１） 

取組１－１ 

第 三 者 評 価 を 実 施

し て い る 児 童 相 談

所数 

 

６か所 

（令和６年度） 
全児童相談所 

（１） 

取組１－１ 

児童福祉司、児童心

理司の配置数 

児童福祉司５０７人 

児童心理司２５１人 

（令和６年度） 

 

国の政令基準の達

成・維持  

（１） 

取組１－１ 

市 町 村 支 援 児 童 福

祉司の配置数 

２人 

（令和６年度） 

 

国の政令基準の達

成・維持 

（１） 

取組１－１ 

児 童 福 祉 司 ス ー パ

ー バ イ ザ ー の 配 置

数 

 

６６人 

（令和６年度） 

必要に応じて体制

を強化 

（１） 

取組１－１ 

医師の人数 28 人（うち、会計年度任用

職員は 21 人） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（１） 

取組１－１ 

保健師の人数 12 人（会計年度任用職員） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（１） 

取組１－１ 

弁護士の人数 協力弁護士 67 人 

（うち、24 人は会計年度任

用職員を兼ねる） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（取組４）都児童相談所と子供家庭支援センターとの連携拠点の充実 

 〇 都児童相談所のサテライトオフィス、区の子供家庭支援センターの分室、１区

１児相体制による児童相談所・子供家庭支援センターの一体型拠点など、都児相

と子供家庭支援センターとの連携拠点の充実を図っていきます。 
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取組 指標名 現状 目標値 

（1） 

取組２－１ 

児 童 相 談 所 の 管 轄

人口（100 万人を

超えている場合は、

推移も） 

児童相談センター：129 万

人、江東児相：82 万人、品

川児相：142 万人、杉並児

相：91 万人、 

北児相 36 万人、足立児相

69 万人、練馬児相 74 万人、 

八王子児相：118 万人、立

川児相：75 万人、小平児相：

116 万人、多摩児相：82

万人  

（住民基本台帳による世帯と人口 

令和６年１月 1 日 ） 

人口規模などを考

慮し、児童相談所

の管轄区域の見直

しを実施 

（２） 

取組２－１ 

中核市・特別区にお

け る 児 童 相 談 所 の

設置状況 

9 区 

（令和 6 年 10 月） 
－ 

（２） 

取組２－１ 

中核市・特別区にお

け る 児 童 相 談 所 の

今後の設置見込（検

討中のものを含む） 

— 
令和８年度末まで

に３区設置予定 

 

 

主な施策  

・【拡充】児童相談所の管理事務費 

  会計年度任用職員に係る経費や児童相談所職員の研修経費、児童移送用車両及び 

緊急対応車両の整備費等、児童相談所の運営に係る経費を計上しています。 

 

・【新規】児童相談体制強化に係る総合連携事業 

 東京全体の児童相談体制の充実・強化を図るため、都児童相談所及び特別区児童 

相談所並びに子供家庭支援センターを対象とした合同研修や相談事例等を共有する 

システム構築を行います。 
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８ 「 一時保護児童への支援体制の強化 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 一時保護需要に応える環境整備の推進 

（１） 一時保護需要を充足する体制の構築 

 〇 都内８か所の一時保護所において、空き状況や地域性等を考慮し調整を図りな

がら、都全域の児童の受入れを実施しています。また、児童の状況や、虐待の影

響等への専門的なケアの必要性の程度に応じて、里親、児童福祉施設、医療機関

等に一時保護委託も実施しています。 

乳幼児に関しては、都内の乳児院で受け入れており、きめ細かなアセスメント

や支援を行っています。 

 

 

２ 個別的支援が必要な児童をケアするための人員体制 

（１） 適切なケアに必要な人員体制 

〇  都一時保護所については、一時保護を必要とする児童が毎年 2,100 人を超え 

て高止まりの状況となっています。 

 

〇 「トー横キッズ」の一時的な受入れなど、大都市特有の課題が顕在化していま 

す。 

 

〇 これまで、都は、児童の安全と安心を保障し、高い入所率や児童の頻繁な入退 

所等に対応するため、国が定める「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」

よりも手厚く人員を配置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（目指す方向性） 

 

〇 一時保護需要を充足する体制を構築します。 

 

〇 適切なケアに必要な人員体制を強化します。 

 

〇 一時保護所における児童の権利保護を推進します。 
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３ 児童の権利を守るための取組の充実 

（１） 一時保護所における児童の権利保護 

 

① 子供の権利擁護 

〇 児童の権利を守り、一時保護所の生活の質を向上するため、外部評価を受審 

しているほか、第三者委員による保護児童の意見を聴く取組も実施しています。 

 

〇 さらに、令和６年度、意見表明等支援員による一時保護児童の意見表明の支

援を試行開始しています。 

 

② 子供の学習・通学 

〇 一時保護所に、教員免許を有する学習指導員を配置しているほか、家庭教師 

の派遣、タブレットによる習熟度に応じた個別学習の充実などを実施していま 

す。 

 

〇 必要に応じて、在籍校とも連携を図りながら、学校行事等への参加を支援し 

ています。 

 

〇 高校生など、通学可能な児童は、単独通学を実施しています。 

 

③ 家庭的環境づくり 

〇 都ではユニット環境のある一時保護所は１か所あり、居室が個室となってい 

る保護所は２か所あります。 

 

 

 

【東京都一時保護所の設備及び運営の基準に関する条例の制定】 
 令和６年４月施行の改正児童福祉法により、都道府県は国が定めた一時保護施設  

の設備及び運営に関する基準を踏まえて、条例を制定することが必要となりました。 

都では、国の基準を踏まえ「東京都一時保護所の設備及び運営の基準に関する条例」

を制定し、令和７年４月１日から施行します。本条例では、児童の意見や意向を尊重

した支援を講じること等を明記しており、今後、一時保護児童の更なる支援体制の強

化に取り組んでいきます。 
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 課題と取組の方向性  

１ 一時保護需要に応える環境整備の推進 

＜課題１＞高まる保護需要への的確な対応 

〇 虐待の相談件数は過去５年間で１．６倍に、また、警察による身柄通告数は年

間 1,300 件を超えて推移しており、一時保護所では入所定員数を超過して受入れ

を行っている状況となっています。 

 

 〇 受入児童の権利擁護の観点から、その置かれている環境その他の事情を勘案し

ながら、地域での生活の保障や、在籍校への通学に配慮した一時保護体制の整備

が必要です。 

 

 〇 また、困難なケースが増加する中、施設への入所調整や里親とのマッチングに

時間がかかるなどを理由に、長期の一時保護が発生してしまっています。 

 

〇 乳児院においては、職員配置の少ない夜間・早朝などにも緊急を要する乳児の 

一時保護委託の受入れを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－１）都児童相談所の一時保護需要を踏まえた体制の整備 

〇 将来的な一時保護需要を踏まえ、必要な定員が確保できるよう、新たな一時

保護所の整備を実施し、入所定員数を拡充します。 

 

〇 あわせて、児童養護施設や乳児院、里親、民間一時保護施設等も活用するとと

もに、区児童相談所とも連携を図りながら、都内全体の一時保護需要に対応し

ます。 

 

〇 さらに、一時保護所の定員超過を解消するため、児童養護施設において、一

時保護委託の体制構築に向けた支援を実施します。 

 

（参考）東京都一時保護所の需要推計                  単位：人 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 〜 R15

②入所定員
上段：都区合計

下段：都  児  相 （250） （250） （296） （296） （320） （320） （414）
③差（不足分）

（①−②）
(▲57) (▲93) (▲57) (▲101)

①需要推計総数 488 534 580 624

431 441 523 523 547

(▲121) (▲116)

663

〜

648

547 641

668

(▲7)
 

※②入所定員は現時点の想定案のため変動可能性あり 
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２ 個別的支援が必要な児童により手厚いケアを行うための人員体制の強化

＜課題２＞ケアニーズの高い児童への支援体制の強化

〇 ケアニーズが高く個別支援が必要な児童が増加しており、受け入れる児童の状

況は一層多様化・複雑化し、適切な対応には更なる体制の強化が必要です。

〇 これまで一時保護所独自の職員配置基準はなく、児童養護施設の設備運営基準

を準用しており、都は、児童の集団が日々入れ替わる等、保護所の特性を踏まえ

た手厚い独自基準を定めるよう、国に要望していました。令和６年４月、内閣府

令により、初めての一時保護所の独自基準となる「一時保護施設の設備及び運営

に関する基準」が施行されましたが、都市部の特性を十分に反映しておらず、人

員配置の基準が十分ではない状況です。 1

13 厚⽣労働省 令和 4 年度 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査研究事業「⼀時保護所の設備・運営基準策定のための調

査研究」

（取組２－１）権利擁護、個別ケアの観点から国基準を上回る手厚い職員を配置

〇 児童の権利擁護や必要な個別ケアを確保する観点から、国調査研究  等にお

いて示されてきた配置基準の考え方を踏まえ、「幼児２人に対し職員は１人、

学齢児３人に対し職員１人を常時配置」を方針とします。

※ 常時配置とは、昼間、児童３人に対して常に職員１人（幼児の場合は児童２

人に対して常に職員１人）を配置するという、児童の個別ケアに着目した新た

な考え方になります。

（取組１－２）「１児童相談所１保護所」の整備

〇 子供の地域との繋がりの保障、相談部門と保護部門の連携強化の観点から「１

児童相談所１保護所」を方針として整備を進めます。

（取組１－３）施設等への入所調整の仕組みの構築

〇 施設入所にかかる調整期間の短縮化を図るため、施設等への入所調整の仕組み

を構築します。

幼幼児児 ：：職職員員  ⇒⇒ ２２：：１１（（常常時時配配置置）） 

学学齢齢児児：：職職員員  ⇒⇒ ３３：：１１（（常常時時配配置置））

13
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３ 児童の権利を守るための取組の充実 

＜課題３＞児童の権利擁護に係る環境整備 

〇 国の一時保護ガイドラインでは、「外出、通学、通信、面会に関する制限は、子  

どもの安全の確保が図られ、かつ一時保護の目的が達成できる範囲で必要最小限

とする。」とされています。子供の安全や福祉を守るためのルールについては、児

童に分かりやすく説明するよう取り組んでいますが、一人ひとりの事情や要望に

配慮した対応ができるよう更なる権利擁護の推進が必要です。 

 

○ 通学支援に関しては、虐待等の児童の状況や通学距離等を考慮し、「一時保護所

通学マニュアル」に基づき、実施しています。通学が可能な場合でもその対応に

必要な職員体制を確保することが困難な状況です。 

○  家庭的な環境を確保する観点でのユニット化や、プライバシーへの配慮や、児  

童が安心して一人になれる場所を確保する観点での居室の個室化が必要です。 

（取組２－４）手厚い人員配置に向けた人材確保策の充実 

 〇 また、手厚い人員配置を実現するために、採用・リクルートの強化を図るなど、

人材確保策を充実します。 

（参考）「幼児２人に対し職員は１人、学齢児３人に対し職員は１人を常時配置」した場合  

    の東京都一時保護所での職員増員計画 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12以降R18まで 合計

新設
大田児童相談所(仮
称)、立川一時保護所
※

練馬一時保護所 ※

町田児童相談所(仮称)一時保護所
付設、西多摩児童相談所(仮称)、
八王子一時保護所※、目黒区に
設置する新たな児童相談所

保護所
職員数 169 169 192 212 247 277 497

増員数 +23 +20 +35 ＋30 +220 +328
 

※  増員数は現在の想定であり、毎年度必要な増員数は変動する可能性がある 

（取組２－２）夜間帯、身柄付通告対応に係る適切な職員配置 

 〇 夜間帯においても、国の一時保護施設の設備及び運営に関する基準で示され

ている２人以上を配置するとともに、開庁時間以外の時間における通告に係る

対応を行う職員を、別途、配置します。 

 

（取組２－３）心理的ケアが必要な児童に対する専門的支援の強化 

 〇 虐待などによる心の傷つき、発達障害や愛着形成上の課題、PTSD 等を抱え

る児童も多いことから、一時保護所における心理職の数は、児童おおむね 10

人につき 1 人以上を配置します。 

※立川、練馬、八王子は一時保護所のみの新設  単位：人      
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 以降 R18 まで 合計

新設 　 　
大田児童相談所
( 仮称 )、立川一
時保護所 ※

　 練馬一時
保護所 ※ 　

町田児童相談所一時保
護所付設、西多摩児童
相談所 (仮称 )、八王子
一時保護所※、目黒区
に設置する新たな児童
相談所

　

保護所
職員数 169 169 192 212 247 277 497
増員数 +23 +20 +35 ＋ 30 +220 +328



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組３－１）一時保護所における児童の権利擁護の推進 

【児童の視点に立った権利擁護の推進】 

〇 一時保護所では意見箱の設置や子どもアンケート、第三者委員の取組等、様々

な機会を捉え、子供の声を聴きながら引き続き権利擁護を推進していきます。 

 

〇 入所する児童に対し、入所後の生活等の説明について、図やイラスト等を用い

たしおり等を新たに作成し、活用します。 

（取組３－２）児童の置かれている環境に応じた教育・学習支援の強化 

【学習や通学への支援強化】 

〇 学習環境を一層充実するため、在籍校と緊密な連携を図るとともに、引き続き 

創意工夫した学習を展開します。 

 

〇 児童の希望を尊重しつつ、その置かれている環境その他の事情を勘案し、通 

学の支援を実施します。  

 

〇 通学が可能な場合、在籍校の近くの施設や里親への委託を一層促進します。 

 

〇 一時保護所からの通学を可能とするため、必要な職員体制の確保や送迎のた 

めの仕組みを構築します。 

（取組３－３）ユニット化・居室の個室化に向けた施設整備 

【家庭的な環境を実現するための施設整備】 

 〇 新設する一時保護所について、原則６人以下のユニット化及び個室化を実 

現します。 

 

〇 既存一時保護所についても、ユニット化・居室の個室化への手法を検討します。 
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評評価価指指標標    

取組 指標名 現状 目標値 

（１） 

取組１－１ 

一時保護施設の定員数 250 人 

（ 民 間 委 託 含

ま な い 都 児 相

の定員数） 

（令和６年度） 

350 人 （ 見 込

み・民間委託は

含まない都児相

の定員数） 

（３） 

取組３－１ 

第三者評価を実施している一時保

護施設数 

全 11 か所（民

間委託の３か

所含む） 

（令和６年度） 

全児童相談所で

実施 

 

 

主主なな施施策策    

・一一時時保保護護費費 

 一時保護児童の日常生活に要する経費のほか、個々のニーズに応じた学習を提供 

できるよう外部講師を活用するなど、一時保護所の支援向上に係る経費を計上しま

す。 

 

・【【拡拡充充】】児児童童相相談談所所ににおおけけるる外外部部評評価価 

  外部評価の実施により、一時保護所における児童の権利擁護と運営の質の向上を 

図るとともに、第三者による評価結果を踏まえ、一時保護所の改善実践に向けたア

クション案の作成、実践、成果の取りまとめ、検証・再計画を行います。 

 

・【【拡拡充充】】一一時時保保護護所所ににおおけけるる第第三三者者委委員員のの導導入入 

  児童の権利擁護に当たり、社会性や客観性を確保するとともに、一時保護所入所 

児童の立場や特性に配慮した適切な対応を図るため、公平・中立的な立場にある第

三者委員を設置し、入所児童から一時保護所の生活等に関する相談の受付、入所児

童・児童相談所への助言等を行います。 

 

・【【拡拡充充】】乳乳児児院院のの一一時時保保護護委委託託受受入入促促進進事事業業（（再再掲掲）） 

  乳児院において、三歳以上の幼児の一時保護委託を受け入れるための専用ユニッ 

トを設置し受入体制の充実を図ることで、一時保護委託の実施を促進します。 

 

・【【新新規規】】一一時時保保護護体体制制強強化化事事業業（（再再掲掲）） 

  一時保護委託児童受入促進のため、児童養護施設の空きスペースを活用して一時 

保護児童を受け入れる際の準備経費を支援するほか、一時保護所のユニット化に向

けた改修計画の策定、通学支援、円滑な施設等への入所調整に資するシステムの構

築等、一時保護体制強化に係る取組を実施します。 
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コラム 「 一時保護所での学習、課外・余暇活動等 」 

 

■学習の形態 

一時保護所では、入所している児童の学習環境の充実のため、学習指導員による

授業のほか、学習の委託（家庭教師派遣の受入れ）、学習ボランティアの受入れ、外

部講師の活用など、多様な学習の形態を導入しています。 

児童の学力やニーズに配慮しながら、個々の学習面で抱える困難を軽減し、強み

を伸ばすことにより、退所後の学校への円滑な復帰を目指します。 

 令和３年度から、外部講師による運動、リトミック、音楽・芸術プログラム、自

主学習（プリントやタブレットの学習アプリを活用した学習）を事業化しています。 

また、令和５年度からは家庭教師による１対１の個別指導等を全所で事業化してい

ます。 

また、在籍校と連携しながら、児童一人ひとりに寄り添った学習を提供すること

で、円滑に学校に戻れるよう努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課外・余暇活動等 

一時保護所での生活に新しい体験や気分転換の機

会を提供し、行動観察の一助とするため、通常の日

課以外の活動も実施しています。 

保護所外での活動は、様々な経験を通して社会性

を身に付けるとともに公共施設等の利用によりマナ

ーを学ぶ機会にもなっています。 

 

【活動事例】 

 ・誕生会や季節のイベントへの参加  

 ・借り上げバスによる外出 

（アンデルセン公園、羽田空港、アクアパーク品川、東京スカイツリー、井の頭自

然文化園、多摩六都科学館、多摩動物公園、高尾山、ボーリングなど） 

 

 

学習指導員による授業風景 学習委託による授業風景 

児童(左、中央)と職員(右)による

いちご狩りの様子 
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９ 「 子供と子育て家庭を支える専門人材の確保・育成・定着 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ 児童相談所の専門人材の確保・育成・定着 

〇 人材確保のための専任チーム（リクルートチーム）による大学・養成校等への

出前講座を実施するとともに、児童相談所における実習生の受入れを進めていま

す。また、児童相談所の仕事の魅力を発信するため、専用サイト、広報動画等を

活用した啓発活動を実施しています。 

 

〇 多様な採用選考を実施しており、令和６年度から経験年数の浅い方も受験可能

な経験者採用選考を新たに実施しています。 

 

〇 民間賃貸の職員住宅を確保し若手職員が働きやすい環境を整備しています。 

 

〇 都トレーニングセンターにおいて、経験の浅い職員を中心にロールプレイング

形式の演習型研修を実施しています。 

 

 

２ 子供家庭支援センターへの支援 

〇 子供家庭支援センターの虐待対策ワーカーや心理職などの職種ごとの研修を実   

施しています。 

 

〇 虐待対策コーディネーター14や、勤続満３年以上の経験豊富な、虐待対策ワー

カー（主任虐待対策ワーカー）15を配置する場合の財政支援を実施しています。 

 

 

 
14 子供家庭支援センター内において、職員への助言やセンター業務の進捗管理等を実施する職員 
15 子供家庭支援センター内において、主に相談対応を実施する職員  

（目指す方向性） 

〇 都児童相談所における計画的な専門人材の確保・育成・定着を図ります。 

 

〇 都と区市町村の共同による人材育成を推進します。 

 

〇 妊産婦のニーズに沿った切れ目のない支援を実施するための人材育成を推進 

します。 

 

〇 児童養護施設等における専門的ケアが必要な児童に対応する職員の確保・育成

及び定着を推進します。 
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３ こども家庭センターへの支援 

 〇 児童福祉法・母子保健法の改正により、児童福祉部門と母子保健部門が一体と

なり妊娠期から包括的な相談支援を実施するこども家庭センターの設置が各区市

町村の努力義務となりました。 

都では令和６年度から、こども家庭センターに関わる職員への研修を開始して

います。 

 

 

４ 児童養護施設等における人材支援 

〇 児童養護施設職員の人材確保を図るため、実習生に対して丁寧な指導ができる

よう担当職員を配置し、その代替職員確保のための支援を行っています。 

 

〇 児童指導員等を目指す者や実習を受けた学生等を非常勤職員として雇い上げる

取組を支援しています。 

 

〇 職員の確保・育成・定着を支援するため、児童養護施設等が職員用の宿舎を借 

 り上げた場合に借り上げ経費の一部を支援しています。 

 

〇 児童養護施設等の専門職種職員やユニットリーダー等の育成を図るための研修

を実施するとともに、施設職員が研修参加しやすくなるよう代替職員の確保に向

けた取組を支援しています。 

 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞ 児童相談所の専門人材の計画的な確保・育成・定着が必要 

〇 都児童相談所の児童福祉司・児童心理司について政令基準に基づく配置を目指

すとともに、新たな保護所の増設や手厚い職員配置に向け、計画的な専門人材確

保のための強化策が必要です。 

 

〇 経験の浅い児童福祉司が増加している中、法的対応など高度な専門性が求めら

れる判断の難しいケースが増加しています。 

 

〇 実践力の高い専門職を育成するため、保護者との面接スキルの習得などが急務

です。 

 

〇 困難ケースに対する若手職員への助言・指導を行うスーパーバイザー・基幹的

職員の育成・増員が必要です。 
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＜課題２＞都と区市町村の共同による人材育成の推進が必要 

〇 子供家庭支援センターにおける虐待の困難事例への対応や予防的取組が進む中、

経験豊富な職員の育成や専門職の確保・育成が課題となっています。 

 

 〇 相談業務に係るスキルやノウハウの蓄積や継承が困難です。 

（取組１－１）都児童相談所における計画的な専門人材の確保・育成・定着 

〇 都児童相談センターにおいて、児童福祉の人材施策を総合的に実施する体制を

強化し、専門人材の確保・育成・定着に向けた取組を一層推進します。 

 

〇 職員確保及び定着支援に向けて、奨学金の返済支援や、児童相談所職員住宅と

しての民間賃貸住宅借り上げなど、インセンティブとなる取組の拡充を進めてい

きます。 

 

〇 計画的な人員確保を進めるために、多様なリクルート活動など、採用選考に

おける取組を実施していきます。 

 

〇 より幅広い層が受験できるように、教養試験の廃止や東京以外での選考実施、

採用年度を選べるようにするなど、採用選考の見直しを行います。 

 

〇 都トレーニングセンターにおけるロールプレイング形式の演習型研修を充実

させます。 

 

 〇 基幹的職員を育成しＯＪＴ体制を強化するなど、チームマネジメント体制を 

強化します。 

 

〇 新たに採用した職員が環境の変化やギャップに対応できるよう、プレチュー

ター制度を導入し、採用前から採用後にかけての職員へのサポート体制を充実

します。 

 

〇 職員の専門性向上に向けた資格取得を支援し、職員のキャリアアップを図り

ます。 

 

〇 ジョブローテーションにより多様な職場を経験させキャリアアップを図るこ

とにより、児童分野の優秀な専門人材を育成します。 
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＜課題３＞妊産婦のニーズに沿った切れ目のない支援を実施するための人材育成 

〇 こども家庭センター設置に向け、児童福祉部門と母子保健部門の緊密な連携が必

要です。また、妊娠期からニーズに沿って予防的な支援を実施する職員の育成が急

務です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題４＞ 児童養護施設等職員の確保と資質及び専門性の向上 

〇 児童養護施設等で働く人材の確保に向けた更なる取組が必要です。 

 

〇 児童養護施設等では、ケアニーズの高い児童の養育を担うことから、専門性の 

 高いケアを行う職員の人材育成が必要です。 

 

〇 児童養護施設の小規模化や地域分散化が進んできたことに伴い、少人数の職員

で児童を養育する体制となっているため、職員の孤立化を防ぐとともに、メンタ

ルヘルス対策が課題となっています。 

 

 

 

 

 

（取組２）都と区市町村の共同による人材育成の推進 

〇 都と区市町村の合同研修や人事交流等について新たに企画実施することに

より、専門性の向上と顔の見える関係を構築します。 

 

〇 都トレーニングセンターと特別区職員研修所の相互研修を実施します。 

 

〇 都と区市町村のケース対応の事例を収集し、共有できる仕組みを構築し 

ます。 

（取組３）妊産婦のニーズに沿った切れ目のない支援を実施する人材育成の推進 

〇 組織間の相互理解と連携体制構築を目的とした、子供家庭支援センターと母

子保健部門の合同研修を実施します。 

 

〇 妊娠期から子育て期にかけて切れ目のない丁寧な寄り添い支援を行う支援者

を育成するため、スキルアップ研修を実施します。 

 

〇 両部門の連携の核となる人材のマネジメント力を強化するため、統括支援員実

務研修を実施します。 
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 主主なな施施策策    

・【【拡拡充充】】児児童童相相談談所所のの人人材材確確保保事事業業 

  質の高い児童相談所業務を担う人材を安定的に確保し、定着へとつなげるため、 

採用ホームページの運用や広報活動の実施、職員住宅の借上げ等、総合的な取組を 

実施します。 

 

・子子供供家家庭庭支支援援セセンンタターー事事業業 

 子供と家庭に関する総合相談等の事業を行う子供家庭支援センターを設置運営す 

る市町村への補助を実施し、地域における子供と家庭に関する支援ネットワークを

構築します。 

 

・主主任任虐虐待待対対策策ワワーーカカーー事事業業 

  経験が豊富なワーカーの定着を図り、安定したケースワークを実施するため、虐 

待対策ワーカー等の経験年数が満３年以上の主任虐待対策ワーカーを配置する区市

町村に補助を実施します。 

 

 

・【【拡拡充充】】ここどどもも家家庭庭セセンンタターー体体制制強強化化事事業業（（再再掲掲）） 

  妊婦及び家庭に対し、児童福祉部門と母子保健部門が一体となって妊娠期から就 

学前まで包括的な相談支援が行えるよう、支援体制を整え、児童虐待の未然防止に

取り組む区市町村を支援します。 

 

・児児童童養養護護施施設設等等のの職職員員のの資資質質向向上上ののたためめのの研研修修等等事事業業 

 社会的養護に携わる各施設の施設種別、職種別に行われる研修への参加を促進す 

ることにより、児童に対するケアの充実と、職員の資質向上等を図ります。 

 

 

（取組４）施設職員の人材確保・育成・定着に向けた取組 

〇 社会的養護関係施設の新規採用職員確保のインセンティブとなる奨学金返済

支援や宿舎借り上げ支援、グループホーム支援員の配置支援など職員が働き続け

やすい環境を整備するための支援を実施していきます。 

 

〇 職員の専門性向上に向けた認定資格の取得支援や資格取得者を施設等に配置

する際の加算（手当）に対する支援を実施します。 

 

〇 専門機能強化型児童養護施設において、心理担当職員が職員のメンタルヘル

ス対応の役割も担えるように引き続き支援します。 
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・児童養護施設等職員宿舎借り上げ支援事業 

  児童養護施設等を運営する事業者が、職員用の宿舎を借り上げた場合に、借上げ 

経費の一部を補助することにより、施設職員の確保と定着を図ります。 

 

・社会的養護処遇改善加算対応研修 

  ケアニーズの高い児童の増加に対応できる体制を確保することを目的に、児童福 

祉施設に勤務する各専門職種職員やユニットリーダー等の人材確保及び育成を図る

ための研修を実施します。 

 

・【新規】児童相談体制強化に係る総合連携事業（再掲） 

 東京全体の児童相談体制の充実・強化を図るため、都児童相談所及び特別区児童

相談所並びに子供家庭支援センターを対象とした合同研修や相談事例等を共有する

システム構築を行います。 

 

・【新規】社会的養護職員等の奨学金返済・育成支援事業 

  社会的養護等の分野において新規採用者を対象とした奨学金返済支援事業を実施

し、人材確保・定着を強化します。 

 

・【新規】こども家庭ソーシャルワーカー取得促進事業 

  相談支援の質の向上を図る観点から創設された、新たな公的資格「こども家庭ソ

ーシャルワーカー」取得のため、児童養護施設等の現場で働いている職員が研修等

に参加しやすい環境を整備します。 

 

・【拡充】専門機能強化型児童養護施設制度（再掲） 

  治療的・専門的ケアが実施出来る体制を整備し問題を有する児童の自立を促進す

る「専門機能強化型児童養護施設」を設置し、問題を抱えた児童の入所が増加に対

応するとともに、児童の自立促進を図ります。 
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コラム 「 児童相談所の人材確保・育成について 」 

 

＜児童相談所の専門人材確保策～出前講座の取組～＞ 

〇 東京都では、都児童相談センターに人材確保のための専任チーム（リクルート

チーム）を設け、大学や養成校等への出前講座を実施しています。 

 

〇 出前講座では、現場をよく知る職員による業務紹介や若手職員による生の声を

聴くことができ、「現場のイメージをつかむことができた」「児童相談所職員が将

来の就職先候補になった」といった感想も多く、学生に非常に好評です。 

 

〇 また、児童相談所における実習生の受入れや児童相談所の仕事の魅力を発信す

るため、専用サイトや広報動画等を活用した啓発活動も実施しています。 

 

＜人材の定着に向けた取り組み～都トレーニングセンターでの演習型研修～＞ 

○ 児童相談援助業務を支える人材育成を強化するため、令和４年度にトレーニン

グセンターを設置し、経験年数の浅い職員を対象に、専門課長、研修専門員、指

導員、外部講師等による実践型研修を展開しています。 

 

    

▲演習型研修の様子 

〇 令和６年度からは、一時保護所職員向けの体験型研修である「児童支援スキル

アップ研修」を新設し、児童と適切に向き合うスキルや信頼関係を築く援助方法

について学んでいます。 

 

〇 トレーニングセンターは、各職場の情報交換ができる貴重な場にもなっており、

仲間意識の醸成により、職員同士でいつでも何でも相談し合える関係を構築する

ことができ受講生から好評です。 

 

○ 令和７年度からは、特別区職員研修所との相互研修など研修対象を拡大し、 

更に様々な実践型カリキュラムを展開することで、専門性の向上と顔の見える関

係の構築に貢献していきます。  

 

〇 児童福祉司・児童心理司向けに実施している「面

接スキルトレーニング」では、面接技法を磨くととも

に、ロールプレイングを通じて体で覚える実践的アプ

ローチを実施しています。 

▶トレーニングセンター外観 

（旧世田谷児童相談所を改築して活用） 
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